
第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【 はじめに 】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

９ ８ 新型コロナウイルス感染症による影響を踏まえて 

２０１９年から世界的な大流行となっている新型コロ

ナウイルス感染症★は、住民の健康はもちろん、地域内に

おける経済活動などに大きな影響を及ぼしております。 

本町では、外出自粛や休業要請による消費の低迷、

イベントの中止など、地域経済に様々な影響が及ぶ中

で、庁舎内に新型コロナウイルス感染症対策室を設

け、住民への感染症予防の情報発信、経済支援及び公

共施設における感染拡大対策を行っておりますが、今

後、新型コロナウイルス感染症をはじめ未知の感染症

に対して、より一層の感染拡大の防止、事業者の事業

継続に向けた対策に取り組む必要があります。また、

日常生活においては、マスクの着用、こまめな消毒・

換気、３密★の回避といった一人一人の基本的な感染

症対策やテレワーク★、ローテーション勤務★といった

働き方への対応など、「新しい生活様式」★の実践が求

められています。 

新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中で、第

２次美里町総合計画・美里町総合戦略の５年間の基本計

画では、その影響を想定できる範囲で記載しております

が、各施策の実施計画の段階で感染症対策を考慮し取り

項目追加 

資料３ 
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組んでまいります。また、新型コロナウイルス感染症の

収束後は、改めて、本基本計画の見直しについて検討し

てまいります。 

 

第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【資料編（８ 用語集）】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

１４０ 

 

 

 

 

 

 

１４２ 

１４５ 

 

 

１４７ 

８ 用語集 ８ 用語集 

 

 用 語 説 明 

あ行 新 し い 生

活様式 

新型コロナウイルス感染防止の３つ

の基本である①身体的距離の確保、

②マスクの着用、③手洗いの実施や

「３密（密集、密接、密閉）」を避け

る、等を取り入れた日常生活のこと。 

さ行 ３密 密集、密接、密閉のこと。 

た行 テ レ ワ ー

ク 

情報通信技術（ＩＣＴ）を利用し、時

間や場所を有効に活用できる柔軟な

働き方のこと。 

ら行 ロ ー テ ー

シ ョ ン 勤

務 

交代制の勤務のこと。職場への出勤

とテレワーク等による在宅勤務とを

繰り返す勤務形態のこと。 

 

 

項目追加 

 

 

 

 

項目追加 

項目追加 

 

 

項目追加 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【 第１章 生涯を通して学び楽しむまちづくり 】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

 

２１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策１ 教育の振興 

施策２  多様な人材の育成  

③ 施策の展開 

➢児童生徒が、まちの伝統・文化、優れた芸術に触れる機

会を通じて、その良さを継承し、発展させるための教育

の充実に取り組みます。 

➢長崎への中学生派遣、戦争被爆体験者の講演会及び平和

展の開催を通じて、平和教育の機会を提供します。 

 ➢児童生徒が生きた英語に触れ、学べる環境を整えます。

また、国際共通語としての英語力の向上を図り、児童生

徒が将来において、国際化社会に対応できるような英語

教育に取り組みます。 

 

④ 施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢伝統、文化の学習機会の確保 

➢戦争体験を学び平和の大切さを伝える取組の推進 

➢長崎への中学生の派遣（関連） 

➢姉妹都市との中学生の相互交流の推進（関連） 

 

政策１ 教育の振興 

施策２  多様な人材の育成 

③ 施策の展開 

➢児童生徒が、まちの伝統・文化、優れた芸術に触れる機

会を通じて、その良さを継承し、発展させるための教育

の充実に取り組みます。 

➢被爆地への中学生派遣、戦争被爆体験者の講演会及び平

和展の開催を通じて、平和教育の機会を提供します。 

 ➢児童生徒が生きた英語に触れ、学べる環境を整えます。

また、国際共通語としての英語力の向上を図り、児童生

徒が将来において、国際化社会に対応できるような英語

教育に取り組みます。 

 

④ 施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢伝統、文化の学習機会の確保 

➢戦争体験を学び平和の大切さを伝える取組の推進 

➢「長崎に学ぶ」中学生派遣（関連） 

➢姉妹都市米国ミネソタ州ウィノナ市との交流事業（関

連） 

 

 

 

 

 

 

字句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句修正 

字句修正 

２３ 

 

施策３  生涯学習の充実 

③ 施策の展開 

施策３  生涯学習の充実 

③ 施策の展開 
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 ➢家庭、学校、地域社会等及び関係団体が一体となって青

少年の健全育成活動を展開します。 

➢身近な学習の場として利用できる生涯学習環境の充実を

図り、多くの人が参加できる学習活動を展開します。 

 

 

 

➢図書館において、各世代のライフステージ、ライフスタ

イルにあった資料提供、利用サービスを行います。ま

た、小中学校及び幼稚園と連携した読書環境の整備、県

立図書館・県内公共図書館との連携を進めます。さらに

は、読み聞かせなどボランティアの育成、地域資料の充

実、千葉亀雄記念文学室の活用に取り組みます。 

➢文化財に関する情報の充実を図るとともに、重要な文化

財の調査を計画的に進め、歴史的価値が認められたもの

を文化財指定することで積極的な保護に努めます。ま

た、多くの人が文化財に対する知識及び理解を深められ

るよう、郷土資料館の充実を図ります。 

➢文化・スポーツ施設等については、いつでも誰でもが活

動ができる環境づくりに努めながら、長寿命化計画を基

に適正な維持管理に努めます。また、文化・スポーツ活

動を推進するために、学校体育施設の開放を引き続き行

います。 

 ➢家庭、学校、地域社会等及び関係団体が一体となって青

少年の健全育成活動を展開します。 

➢身近な学習の場として利用できる生涯学習環境の充実を

図り、多くの人が参加できるよう大学等と連携し調査等

を行い、ニーズに即した学習活動を展開します。また、

教室や講習会等を開催する際は、多くの人が参加できる

よう周知方法を工夫します。 

➢図書館において、各世代のライフステージ、ライフスタ

イルにあった資料提供、利用サービスを行います。ま

た、小中学校及び幼稚園と連携した読書環境の整備、県

立図書館・県内公共図書館との連携を進めます。さらに

は、読み聞かせなどボランティアの育成、地域資料の充

実、千葉亀雄記念文学室の活用に取り組みます。 

➢文化財に関する情報の充実を図るとともに、重要な文化

財の調査を計画的に進め、歴史的価値が認められたもの

を文化財指定することで積極的な保護に努めます。ま

た、多くの人が文化財に対する知識及び理解を深められ

るよう、郷土資料館の充実を図ります。 

➢文化・スポーツ施設等については、いつでも誰でもが活

動ができる環境づくりに努めながら、長寿命化計画を基

に適正な維持管理に努めます。また、文化・スポーツ活

動を推進するために、学校体育施設の開放を引き続き行

います。 

 

 

字句修正 
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２４ 

④ 施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢利用者のニーズに即した図書館サービスの提供 

➢文化財を保存する取組の推進 

➢生涯学習活動の充実 

➢住民の文化・スポーツ活動の支援 

➢ひとめぼれマラソン大会等スポーツイベントの実施 

➢文化・スポーツ施設の適正な維持管理 

④ 施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢利用者のニーズに即した図書館サービスの提供 

➢文化財を保存する取組の推進 

➢生涯学習活動の充実 

➢住民の文化・スポーツ活動の支援 

➢ひとめぼれマラソン大会等スポーツイベントの実施 

➢文化・スポーツ施設等の適正な維持管理 

 

 

 

 

 

 

字句修正 

 

２６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２７ 

政策２ 教育環境の整備 

施策５  教育を振興するための基盤整備 

② 施策を取り巻く現状と課題 

 ➢教育現場では、問題行動の発生、不登校及び特別支援を

要するといった多様な児童生徒への対応等、その環境が

複雑化しており、教員だけで対応することが難しくなっ

ています。このような中で、小中学校及び幼稚園での教

育環境を支援するため、教育委員会に学校教育専門指導

員を配置するとともに、学校に学力向上支援員を配置し

ていますが、今後も、継続的な配置が必要な状況です。 

➢預かり保育を必要とする家庭が増加しています。このた

め、預かり保育のニーズに対応するためには、子育て支

援と連携し、持続可能なサービスのあり方の方向性を検

討することが必要です。 

➢中学校での部活動及び小学校での課外活動を各校で実施

していますが、活動の更なる充実が必要です。 

➢国では、全ての児童生徒１人に１台の端末の整備等を目

政策２ 教育環境の整備 

施策５  教育を振興するための基盤整備 

② 施策を取り巻く現状と課題 

 ➢教育現場では、問題行動の発生、不登校及び特別支援を

要するといった多様な児童生徒への対応等、その環境が

複雑化しており、教員だけで対応することが難しくなっ

ています。このような中で、小中学校及び幼稚園での教

育環境を支援するため、教育委員会に学校教育専門指導

員を配置するとともに、学校に学力向上支援員を配置し

ていますが、今後も、継続的な配置が必要な状況です。 

➢預かり保育を必要とする家庭が増加しています。このた

め、預かり保育のニーズに対応するためには、子育て支

援と連携し、持続可能なサービスのあり方の方向性を検

討することが必要です。 

➢中学校での部活動及び小学校での課外活動を各校で実施

していますが、活動の更なる充実が必要です。 

➢全ての児童生徒１人に１台の端末の整備等を行いました
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２８ 

標としており、今後、機器の更新費用、通信環境の確

保、ＩＣＴに関する教育現場における人材の育成が課題

となります。 

➢学校施設について、経年劣化が進行している状況であ

り、長寿命化計画を基とした計画的な修繕に努める必要

があります。 

➢新中学校の整備を進めています。新中学校開校に向けた

準備を進め、開校を円滑に行うための準備が必要です。 

➢児童生徒は、徒歩・自転車・スクールバスで通学してい

る状況です。また、通学の際には、地域住民が児童生徒

の見守りを行っている状況です。このような中で、通学

等の安全確保が必要であり、通学路の点検等により危険

個所の把握に努めています。 

 

③ 施策の展開 

 ➢教育環境の充実を図るため、引き続き、必要な人員を配

置し、教職員の指導体制の強化と教師の資質向上を支援

します。 

➢預かり保育のニーズに対応できる幼保連携の環境づくり

を目指します。 

➢中学校の部活動に部活動指導員・外部指導者、小学校に

教員補助員を配置し、それぞれの活動を補助・充実させ

るとともに、教職員の負担軽減を図ります。 

➢学校と連携を図りながら、ＩＣＴ教育の環境の充実を図

ります。 

が、今後、機器の更新費用、通信環境の確保、ＩＣＴを有

効に活用していくための指導体制の確立が課題となりま

す。 

➢学校施設について、経年劣化が進行している状況であ

り、長寿命化計画を基とした計画的な修繕に努める必要

があります。 

➢新中学校の整備を進めています。新中学校開校に向けた

準備を進め、開校を円滑に行うための準備が必要です。 

➢児童生徒は、徒歩・自転車・スクールバスで通学している

状況です。また、通学の際には、地域住民が児童生徒の見

守りを行っている状況です。このような中で、通学等の安

全確保が必要であり、通学路の点検等により危険個所の把

握に努めています。 

 

③ 施策の展開 

 ➢教育環境の充実を図るため、引き続き、必要な人員を配

置し、教職員の指導体制の強化と教師の資質向上を支援

します。 

➢預かり保育のニーズに対応できる幼保連携の環境づくり

を目指します。 

➢中学校の部活動に部活動指導員・外部指導者、小学校に

教員補助員を配置し、それぞれの活動を補助・充実させ

るとともに、教職員の負担軽減を図ります。 

➢国及び県の動向を注視し、財源確保に努め、学校と連携を

図りながら、ＩＣＴ教育の環境の充実を図ります。 
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➢施設の管理・修繕について、長寿命化の視点から計画的

な施設管理、予防保全に努めます。 

➢新中学校の令和６年４月開校を目指し、工事等を着実に

進めます。また、教育委員会において、新中学校開校準

備委員会を設置し、開校に向けた準備を進めます。 

➢スクールバスの運行については、安全な運行形態を構築

します。また、徒歩通学の児童生徒の安全を確保するた

め地域住民との連携・協力を進めます。 

➢施設の管理・修繕について、長寿命化の視点から計画的

な施設管理、予防保全に努めます。 

➢新中学校の令和６年４月開校を目指し、工事等を着実に

進めます。また、教育委員会において、新中学校開校準

備委員会を設置し、開校に向けた準備を進めます。 

➢スクールバスの運行については、安全な運行形態を構築し

ます。また、徒歩通学の児童生徒の安全を確保するため地

域住民との連携・協力を進めます。 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【 第２章 健やかで安心なまちづくり 】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

３１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策３ 保健・医療の充実 

施策６ 生活習慣病などから住民を守るための保健活動の推

進 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢本町における死亡原因は、がん・心疾患及び脳卒中が高い

割合となっており、住民の命を守るための取組を、町が行

っていかなければなりません。 

➢各種健康診査・がん検診の受診率向上に取り組むことで、

受診機会の拡大や個別通知による受診勧奨によって、受診

率は微増の傾向にあります。しかし、罹患者が増える４０

歳代から５０歳代の働き盛りと言われる世代に対しては、

様々な方法によって勧奨を行っていますが、受診率は低く

なっています。また、検診受診後に精密検査を必要とされ

ながらも、精密検査を受診されない方がいることから、そ

の対策が課題となっています。 

➢少子高齢化が進み、医療及び介護に係る負担は今後も一層

増すと予想されます。このため、これまで以上に生活習慣

病を予防するなど、健康増進と健康寿命の延伸に努めてい

かなければなりません。 

 

 

政策３ 保健・医療の充実 

施策６ 生活習慣病などから住民を守るための保健活動の推

進 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢本町における死亡原因は、がん・心疾患及び脳卒中等、命

に関わる疾病が高い割合となっており、住民の命を守るた

めの取組を、町が行っていかなければなりません。 

➢受診機会の拡大や個別通知による受診勧奨に取り組むこ

とによって、各種健康診査・がん検診の受診率は微増の傾

向にあります。しかし、罹患者が増える４０歳代から５０

歳代の働き盛りと言われる世代は、受診勧奨を行っていま

すが、受診率は低くなっています。 

➢検診受診後の精密検査は、受診されない方がいることが課

題となっています。 

 

➢医療及び介護に係る負担は、少子高齢化の進展により、今

後も一層増すと予想されます。また、動脈硬化や生活習慣

病の発症リスクを高める内臓脂肪症候群の該当者及び予

備群の割合は、宮城県は平成２０年度から連続して全国ワ

ースト３位以内であり、本町は宮城県平均値より高い状況

にあります。このため、これまで以上に生活習慣病を予防
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３２ 

 

 

 

 

 

 

➢生活習慣病を予防するためにも、生活習慣及び食生活の改

善について普及・啓発に努めていかなければなりません。 

➢新型コロナウイルス感染症など未知の感染症の発生も想

定されることから、非常時における防疫体制を整え、物資

等を備える必要があります。 

 

③施策の展開 

 ➢保健活動の推進については、住民の命を守るために早期に

疾病を発見し、早期に治療につなげるための啓発活動など

を重点に活動します。 

 ➢健康に対する意識を高めるとともに、働き盛りの世代を中

心に各種健康診査・がん検診の受診率を向上させるよう取

り組みます。 

➢精密検査該当者の未受診対策として、未受診者が無くなる

よう、受診勧奨の徹底に努めます。住民が生涯を通して、

健康で自立した生活を送れるよう、生活習慣病を予防し、

住民が主体的に取り組める健康づくりを継続します。 

 

➢生活習慣病予防のために、正しい知識と食生活を含む生活

習慣の改善方法について、普及・啓発を行います。 

➢感染症を予防するため、平時から正しい知識の普及・啓発

を行います。非常時には直ちに庁内対策組織を立ち上げ、

感染症に関する情報提供及び必要な支援を行います。 

するなど、健康増進と健康寿命の延伸に努めていかなけれ

ばなりません。 

➢生活習慣病を予防するためには、生活習慣及び食生活の改

善について普及・啓発に努めていかなければなりません。 

➢新型コロナウイルス感染症など未知の感染症は、今後も発

生が想定されることから、非常時における防疫体制を整

え、物資等を備える必要があります。 

 

③施策の展開 

 ➢保健活動は、住民の命を守るために早期に疾病を発見し、

早期に治療につなげるための啓発活動などを重点に推進

します。 

 ➢働き盛りの世代を中心に、健康に対する意識を高め、各種

健康診査・がん検診の受診率を向上させるよう取り組みま

す。 

➢精密検査該当者の未受診対策は、未受診者が無くなるよう

受診勧奨の徹底に努めます。 

➢住民が生涯を通して、健康で自立した生活を送れるよう、

生活習慣病を予防し、住民が主体的に取り組める健康づく

りを継続します。 

➢生活習慣病予防のためには、正しい知識と食生活を含む生

活習慣の改善方法について、普及・啓発を行います。 

➢感染症を予防するため、平時から正しい知識の普及・啓発

を行います。非常時には、直ちに庁内対策組織を立ち上げ、

感染症に関する情報提供及び必要な対策を講じます。 
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④施策の主要な取組（関連事業） 

➢検診受診率の向上の取組 

➢精密検査該当者への受診勧奨等による重症化予防の取組 

➢健康・運動教室の開催 

➢生活習慣病予防のための普及・啓発と保健指導の実施 

➢健康協力員による保健活動 

➢食育に関わるボランティア等の育成と活動支援 

 

 

⑤施策の指標 

➢特定健診内臓脂肪症候群該当者、予備群の割合（男性） 

健康寿命の延伸を図る観点から、動脈硬化や生活習慣病

の発症リスクを高める内臓脂肪症候群の該当者及び予備

群の割合を指標とします。 

（単位：％） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

47.5 54.2 44.0 44.0 44.0 44.0 44.0 

 

 ➢特定健診内臓脂肪症候群該当者、予備群の割合（女性） 

（単位：％） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

16.5 20.9 17.0 17.0 17.0 17.0 17.0 

 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢検診受診率の向上の取組 

 ➢精密検査該当者への受診勧奨等による重症化予防の取組 

 ➢健康教室、運動教室の開催 

 ➢生活習慣病予防のための普及・啓発と保健指導の実施 

 ➢健康協力員による保健活動 

 ➢食育に関わるボランティア等の育成と活動支援 

 ➢感染症予防や感染拡大防止のための知識の普及・啓発 

 

⑤施策の指標 

➢特定健診内臓脂肪症候群該当者、予備群の割合（男性） 

健康寿命の延伸を図る観点から、動脈硬化や生活習慣病

の発症リスクを高める内臓脂肪症候群の該当者及び予備

群の割合を指標とします。 

（単位：％） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

47.5 54.2 47.5 47.5 47.5 47.5 47.5 

 

➢特定健診内臓脂肪症候群該当者、予備群の割合（女性） 

（単位：％） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

16.5 20.9 17.8 17.8 17.8 17.8 17.8 
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３３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策７ 健やかな母子保健活動の推進 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢女性の社会進出、少子化、核家族化等、子どもを取り巻く

環境が変化し、それぞれの家庭や養育者が抱える悩みや相

談内容も多様化しています。また、家族構成や地域によっ

て育児支援の状況にばらつきがあることから、基本的な知

識や情報の不足などにより、子育てにつまずくリスクが高

まる傾向があります。 

 

 

 

 

 

 

 ➢子どもを望んでも妊娠できず不妊に悩む夫婦がいますが、

不妊治療費は高額であり、経済的な負担が大きくなってい

ます。 

 ➢予防接種法に基づく定期予防接種及び重症化予防を目的

とした任意予防接種事業を実施しています。個別接種を実

施しているものの、定期予防接種率は１００パーセントに

は至っていません。 

 ➢３歳児のむし歯保有率及び１人当たりのむし歯の本数は

低下・減少傾向にありますが、県平均のむし歯保有率に比

べ高い状況にあります。 

 

施策７ 健やかな母子保健活動の推進 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢女性の社会進出、少子化、核家族化等、子どもを取り巻く

環境が変化し、それぞれの家庭や養育者が抱える悩みや相

談内容も多様化しています。また、家族構成や地域環境に

よって育児支援の状況は様々であることから、基本的な知

識や情報の不足を引き起こし、子育てにつまずくリスクが

高まる傾向があります。 

 ➢母子健康手帳の交付時の面接や乳時期から幼児期に継続

的に実施する乳幼児健診は、成長発達や子育てに関する親

子の相談に応じる機会となっています。子どもの健やかな

成長のためには、必要に応じて医療や児童福祉、教育機関

等関係機関と連携し、切れ目のない支援が求められていま

す。 

 ➢不妊治療費は高額であることから、子どもを望んでも妊娠

できず不妊に悩む夫婦には、経済的な負担が大きくなって

います。 

 ➢予防接種法に基づく定期予防接種及び重症化予防を目的

とした任意予防接種事業を実施しています。個別接種を実

施しているものの、定期予防接種率は１００パーセントに

は至っていません。 

 ➢３歳児のむし歯保有率及び１人当たりのむし歯の本数は

低下・減少傾向にありますが、県平均のむし歯保有率に比

べ高い状況にあります。 

 

 

 

字句修正 

 

 

 

 

 

項目追加 

 

 

 

 

 

字句修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-11-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３４ 

 

 

 

 

 

 

３５ 

 

 

 

 

③施策の展開 

 ➢乳幼児健診時の相談や新生児訪問等の個別訪問を通して、

子育ての不安解消を図ります。また、乳幼児健診未受診に

対しては、受診勧奨や各関係機関から情報収集し、必要時

には早期から支援を行っていきます。 

 ➢不妊に悩む方の経済的及び精神的負担の軽減を図ります。 

 ➢感染症の予防及び蔓延防止、重症化予防のために予防接種

を実施し、未接種者への対策に取り組みます。 

 ➢乳幼児期からのむし歯予防に向けた取組を実施します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢気軽にできる育児相談の実施 

 ➢乳幼児の健康診査の徹底 

 ➢幼児歯科健診及びむし歯予防対策の実施 

 ➢妊婦健康診査の実施、新生児家庭の全戸訪問 

 ➢不妊治療に対する相談体制の確保及び経済的な支援 

 ➢予防接種の実施及び未接種者に対する呼びかけ 

 ➢養育医療等の支援 

 

 

施策８ 地域医療体制と町立南郷病院の充実 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢令和元年１１月１日現在における本町の医療機関（歯科診

療所を除く）は、町立南郷病院のほか、病院１か所、医院

８か所があり、その所在地は、９施設が小牛田地域にあり、

③施策の展開 

 ➢乳幼児健診時の相談や新生児訪問等の個別訪問を通して、

子育ての不安解消を図ります。また、乳幼児健診未受診に

対しては、受診勧奨や各関係機関から情報収集し、必要時

には早期から支援を行っていきます。 

➢不妊に悩む方の経済的及び精神的負担の軽減を図ります。 

➢感染症の発症予防及び重症化予防並びに蔓延防止のため

の予防接種を実施し、未接種者への対策に取り組みます。 

➢乳幼児期からのむし歯予防に向けた取組を実施します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢気軽にできる育児相談の実施 

➢乳幼児健診の充実と徹底 

➢幼児歯科健診及びむし歯予防対策の実施 

➢妊婦健康診査の実施、新生児家庭の全戸訪問 

➢不妊治療に対する相談体制の確保及び経済的な支援 

➢予防接種の実施及び未接種者に対する呼びかけ 

➢養育医療費の給付と未熟児訪問の実施 

 

 

施策８ 地域医療体制と町立南郷病院の充実 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢令和２年４月１日現在における本町の医療機関（歯科診療

所を除く）は、町立南郷病院のほか、病院１か所、医院８

か所があり、その所在地は、９施設が小牛田地域にあり、
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南郷地域には、町立南郷病院だけとなっています。 

 ➢令和元年１１月１日現在における町立南郷病院が標榜す

る診療科目は、内科、外科、小児科、眼科、整形外科の５

つとなっており、外科と小児科は週にそれぞれ１日のみ、

眼科と整形外科は月にそれぞれ２日間のみの診療となっ

ています。また、町内には産婦人科や精神科を標榜する医

療機関はなく、診療の多くを町外の医療機関に依存してい

ます。 

 ➢町立南郷病院への通院手段として利用できる町内の公共

交通は、住民バス★及びデマンドタクシー★となっていま

す。しかし、小牛田地域からの通院では、限られた本数の

住民バスとなっており、また、南郷地域の通院では、主に

デマンドタクシーが利用されていますが、利用手続はその

都度必要となるため、高齢者にとっては、利用しにくいと

感じている方もいます。 

 ➢令和元年１１月１日現在における町立南郷病院の病床機

能は、急性期となっており、病床数は一般病床５０床とな

っていますが、大崎・栗原医療圏内の病床機能は、現状の

ままで推移したとき、回復期と慢性期が将来不足するとさ

れています。 

 

③施策の展開 

 ➢医師や看護師の安定的な確保に努めるとともに、町立南郷

病院における標榜科目の維持に努めます。 

 

南郷地域には、町立南郷病院だけとなっています。 

 ➢令和２年４月１日現在における町立南郷病院が標榜する

診療科目は、内科、外科、小児科、眼科、整形外科の５つ

となっており、小児科は週に１日のみ、眼科と整形外科は

月にそれぞれ２日間のみの診療となっています。また、町

内には産婦人科や精神科を標榜する医療機関はなく、診療

の多くを町外の医療機関に依存しています。 

 

 ➢町立南郷病院への通院手段として利用できる町内の公共

交通は、住民バス★及びデマンドタクシー★となっていま

す。しかし、小牛田地域からの通院では、限られた本数の

住民バスとなっており、また、南郷地域の通院では、主に

デマンドタクシーが利用されていますが、利用手続はその

都度必要となるため、高齢者にとっては、利用しにくいと

感じている方もいます。 

 ➢令和２年４月１日現在における町立南郷病院の病床機能

は、急性期となっており、病床数は一般病床５０床となっ

ていますが、大崎・栗原医療圏内の病床機能は、現状のま

まで推移したとき、回復期と慢性期が将来不足すると予想

されています。 

 

③施策の展開 

 ➢医師や看護師の安定的な確保に努めるとともに、町立南郷

病院における標榜科目維持のため、引き続き東北大学病院

等へ医師派遣要請を行っていきます。 
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➢町内及び近隣市町の医療機関並びに近隣市町間の連携を

強化して、地域医療圏域全体の体制の整備を進めていきま

す。 

 

 

 ➢利用しやすい公共交通を維持し、通院しやすい環境を整備

します。 

 ➢地域医療構想会議★での積極的議論により、地域の実情を

しっかりと把握して、対応可能な病床機能の検討を行いま

す。 

 

 

施策９ 救急医療体制・広域医療体制の整備と充実 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢大崎市民病院救命救急センターとの連携強化 

 ➢石巻赤十字病院救命救急センターとの連携強化 

 ➢在宅当番医制の維持 

 ➢病院群輪番制の維持 

 ➢大崎市及び石巻市夜間急患センターにおける救急医療体

制の確保 

 ➢大崎市医師会附属高等看護学校運営に係る協力 

 

 

 

 

 ➢町内及び近隣市町の医療機関並びに近隣市町間の連携を

強化して、地域医療圏域全体の体制の整備を進めていきま

す。 

 ➢介護老人保健施設等との連携を進め、地域住民に求められ

ている医療提供体制を構築します。 

 ➢利用しやすい公共交通を維持し、通院しやすい環境を整備

します。 

 ➢地域医療構想会議★での積極的議論により、地域の実情を

しっかりと把握して、対応可能な病床機能の検討を行いま

す。 

 

 

施策９ 救急医療体制・広域医療体制の整備と充実 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢大崎市民病院救命救急センターとの連携強化 

 ➢石巻赤十字病院救命救急センターとの連携強化 

 ➢在宅当番医制の維持 

 ➢病院群輪番制の維持 

 ➢大崎市及び石巻市夜間急患センターにおける救急医療体

制の確保 

 ➢大崎市医師会附属高等看護学校運営に係る協力 

 ➢救急医療機関の適切な利用の広報と宮城県が行う救急電

話相談窓口の周知 
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３８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策４ 福祉の充実 

施策１０ 高齢者が安心して暮らすための対策 

②施策の現状と課題 

 ➢町の高齢者数の増加及び高齢化率★の上昇が見込まれる中

で、要介護・要支援認定者数★を増やさないことが大切で

す。また、給付費の抑制には、予防事業の実施が効果的で

あり、リスクの低いうちから介護予防に取り組み、適切な

サービスを受けることで介護度の進行を遅らせることが

できます。さらに、高齢者が適切なサービスを受けられる

よう、地域の実態把握、相談業務及び関係機関とのネット

ワークの強化が必要とされています。 

 ➢一人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯が増加してき

ており、介護保険、生活支援等の各種サービスの必要性が

高まっています。また、住み慣れた地域での自立した生活

を長く続けるためには、介護予防の啓発活動が必要であ

り、住民同士が支え合うとともに、高齢者自身も支える側

になり、社会への参加活動を通じた生きがいづくりや地域

との交流から、介護予防につなげていくことが求められて

います。 

 

 

 

 

 

 

政策４ 福祉の充実 

施策１０ 高齢者が安心して暮らすための対策 

②施策の現状と課題 

 ➢高齢者の人口は，２０４０年（令和２２年）に３，９２１

万人に達する予測となっており，美里町においても高齢者

数の増加及び高齢化率★の上昇が見込まれます。また，高

齢者数の増加に伴い，要介護・要支援認定者数★が増加す

ることが予測されます。 

 

 

 

 ➢高齢者が住み慣れた地域で生き生きと自立した生活を送

るためには，健康づくり事業や介護予防事業を展開するこ

とにより，要介護・要支援状態にならないようにすること

が必要とされています。また，適切なサービスを利用する

ことにより，生活の質を高め，結果として介護認定の介護

度の進行を遅らせることが可能となります。 

  

 

➢自立した生活を送るため，高齢者が適切なサービスを受け

られるよう，地域の実態把握，相談業務，医療・介護の関

係機関とのネットワークの強化が必要とされています。 

 ➢一人暮らしの高齢者又は高齢者のみの世帯が増加傾向に

あります。加えて、認知症の高齢者も増加してきているこ

とから、介護、予防、生活支援等の各種サービスが一体的
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③施策の展開 

 ➢介護予防の重要性を広く周知し、予防に対する意識を高め

るとともに、高齢者の身近なところで介護予防の取組がで

きる環境づくりを併せて進めていきます。 

 ➢支援が必要な高齢者の把握に努めるとともに、サービス基

盤の整備を進め、対象者が適切なサービスを受けられるよ

うにします。 

 ➢民生委員、行政区長、ボランティア及び介護・医療の関係

団体と連携しながら、高齢者を支援する体制づくりと地域

包括ケアシステムの構築に努めます。また、介護保険制度

を正しく理解してもらうための広報活動と啓発活動を積

極的に展開します。 

 ➢高齢者を在宅で介護している家族を支援します。 

 

 

 

 

 ➢高齢者の知識、経験及び技能を生かした様々な社会活動を

に提供される必要性が高まっています。 

 ➢住み慣れた地域で自立した生活を送るためには、住民同士

が支え合うとともに、高齢者自身も支える側になり、社会

への参加活動を通じた生きがいづくりや地域との交流か

ら、日常生活の活動量を維持する等、介護予防を意識した

主体的な取組が大切になります。 

 

③施策の展開 

 ➢介護予防の重要性を広く周知し、予防に対する意識を高め

るとともに、高齢者の身近なところで介護予防の取組がで

きる環境づくりを併せて進めていきます。 

 ➢支援が必要な高齢者の把握に努めるとともに、サービス基

盤の整備を進め、対象者が適切なサービスを受けられるよ

うにします。 

 ➢民生委員、行政区長、ボランティア及び介護・医療の関係

団体と連携しながら、高齢者を支援する体制づくりと地域

包括ケアシステムの構築に努めます。また、介護保険制度

を正しく理解してもらうための広報活動と啓発活動を積

極的に展開します。 

 ➢高齢者を在宅で介護している家族を支援します。 

 ➢認知症を正しく理解していただくため，認知症の高齢者及

びその家族を温かく見守っていただくための認知症サポ

ーター等を養成するとともに，認知症の理解を深めるため

の啓発活動を展開します。 

 ➢高齢者の知識、経験及び技能を生かした様々な社会活動を
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促し、その活動を通した生きがいづくりと健康づくり、地

域社会とのつながりが図られるよう支援します。 

 

④施策の展開 

 ➢高齢者の社会活動の支援 

 ➢高齢者の自立生活に向けた支援 

 ➢介護保険の制度の周知 

 ➢介護保険制度における各種保険給付事業 

 ➢介護保険制度における地域支援事業 

 ➢高齢者からの様々な相談に対する対応 

 ➢一人暮らし高齢者等に対する見守り支援 

 ➢高齢者を在宅で介護している家族に対する支援 

 ➢要保護高齢者の入所措置の実施 

 

 

 

⑤施策の主要な指標 

 ➢要介護・要支援認定を受けていない高齢者の割合 

   日本では高齢者人口が増加の一途をたどっており、本町

も同様に増加傾向が続いています。これに伴い、要介護認

定を受ける高齢者も増え続けることが予測されます。今

後、要介護認定者数の増加及び認定率の上昇が見込まれる

中で、できるだけ要介護状態とならず生活ができる元気な

高齢者が多くなることを目指し、要介護・要支援認定を受

けていない住民の割合を維持していくことを指標としま

促し、その活動を通した生きがいづくりと健康づくり、地

域社会とのつながりが図られるよう支援します。 

 

④施策の展開 

 ➢高齢者の社会活動の支援 

 ➢高齢者の自立生活に向けた支援 

 ➢介護保険の制度の周知 

 ➢介護保険制度における各種保険給付事業 

 ➢介護保険制度における地域支援事業 

 ➢高齢者からの様々な相談に対する対応 

 ➢一人暮らし高齢者等に対する見守り支援 

 ➢高齢者を在宅で介護している家族に対する支援 

  

 ➢認知症高齢者の支援及び認知症予防の啓発活動の実施 

 ➢高齢者の権利擁護の支援及び啓発活動の実施 

 

⑤施策の主要な指標 

 ➢要介護・要支援認定を受けていない高齢者の割合 

   日本では高齢者人口が増加の一途をたどっており、本町

も同様に増加傾向が続いています。これに伴い、要介護認

定を受ける高齢者も増え続けることが予測されます。今

後、要介護認定者数の増加及び認定率の上昇が見込まれる

中で、できるだけ要介護状態とならず生活ができる元気な

高齢者が多くなることを目指し、要介護・要支援認定を受

けていない高齢者の割合を維持していくことを指標とし
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す。 

（単位：％） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

81.9 81.9 81.6 81.6 81.6 81.6 81.6 

 

 

施策１１ 地域で支え合う社会の充実 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢町内では、支え合い・助け合いに基づく地域活動を展開し

ている地域もみられますが、少子高齢化が進み、人と人と

のつながりが希薄化し、地域でのふれあいや交流する機会

が減少しつつあります。また、近所付き合いについて、「付

き合いがない」若い世代が多くなっており、日常的なコミ

ュニケーションが少なくなってきています。このような中

で、地域福祉を推進するうえで、住民同士の交流や地域活

動などによる支え合い・助け合いを基盤とした地域社会の

形成は必要不可欠であり、誰もが地域社会の担い手とし

て、主体的な支え合い・助け合い活動を実践できる環境づ

くりが求められています。 

 ➢住民が抱える困りごとや生活課題は様々であり、困りごと

があっても「自分で解決したい」、「他人を巻き込みたくな

い」などの理由で相談しない人が多く、潜在的な課題があ

ることがうかがえます。住民が困ったときに手助けしてほ

しいこととしては、「災害時の手助け」、「安否確認の声掛

ます。 

（単位：％） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

81.9 81.9 81.6 81.6 81.6 81.6 81.6 

 

 

施策１１ 地域で支え合う社会の充実 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢町内では、支え合い・助け合いに基づく地域活動を展開し

ている地域もみられますが、少子高齢化や核家族化が進

み、人と人とのつながりが希薄化し、地域でのふれあいや

交流する機会が減少しつつあります。 

 ➢地域福祉を推進するうえで、住民同士の交流や地域活動な

どによる支え合い・助け合いを基盤とした地域社会の形成

は必要不可欠であり、誰もが地域社会の担い手として、主

体的な支え合い・助け合い活動を実践できる環境づくりが

求められています。 

 

 

 ➢住民が抱える困りごとや生活課題は様々であり、「災害時

の手助け」、「安否確認の声掛け」、「話し相手」など、支援

を必要としている人を把握し、地域全体で支えていくこと

が必要とされています。 
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４１ 

 

 

け」、「話し相手」など多様であり、様々な人による重層的

な支え合い・助け合い活動が必要となっています。 

 ➢少子高齢化及び核家族化が着実に進行している中で、一人

暮らしの高齢者や高齢者のみで暮らす世帯を地域で支え

ていくことが必要とされてきており、地域全体で支援を必

要としている人をいかに把握していくかが課題となって

います。 

 

 

 

 

 

 ➢美里町社会福祉協議会は、その専門性を生かして地域住民

の自発的な活動を支援するとともに、児童・生徒、地域住

民を対象とした福祉教育の推進及び地域福祉のニーズに

基づく各種事業を総合的に実践しています。 

 

③施策の展開 

 ➢高齢者福祉、障害者福祉、母子父子福祉、児童福祉及び生

活困窮者等の総合的な取組から、地域福祉の実現のため、

第２期地域福祉計画を策定します。 

 

 ➢災害時の高齢者、障害者等の要援護体制について検討を進

めます。 

 ➢美里町社会福祉協議会をはじめとする各種福祉関係団体

 

 

 

 

 

 

 

 ➢地域では、ひきこもりや地域との孤立、子どもや高齢者に

対する虐待や生活に困っている人など、生活課題が多様

化・複合化しています。このような制度の狭間にある複合

化した課題を支援するためには、公的な支援と住民相互の

支え合いなど関係機関との連携が必要です。 

 ➢美里町社会福祉協議会は、その専門性を生かして地域住民

の自発的な活動を支援するとともに、児童、生徒及び地域

住民を対象とした福祉教育の推進及び地域福祉のニーズ

に基づく各種事業を総合的に実践しています。 

 

③施策の展開 

 ➢高齢者福祉、障害者福祉、母子父子福祉、児童福祉及び生

活困窮者等の総合的な取組から、地域共生社会の実現に向

けた地域福祉を推進するため、第２期地域福祉計画を策定

します。 

 ➢災害時の高齢者、障害者等の要援護体制について検討を進

めます。 

 ➢美里町社会福祉協議会をはじめとする各種福祉関係団体
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４２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

との連携を強化し、地域の課題に取り組む団体、ボランテ

ィア、人材の育成等を行う団体及び地域内で見守り活動を

行う団体に対して支援を行います。 

 

 

施策１２ 安心して暮らせる地域づくりの推進 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢障害への理解は浸透しつつありますが、様々な場面で差別

や偏見も見受けられます。このため、障害者差別解消法★

の施行を受け、町では、不当な差別的取扱いの禁止と障害

者に対する社会的障壁の除去について、合理的配慮を行う

よう進めています。生活の様々な機会で権利を侵害される

ことのないよう、人権や権利擁護の制度の周知が必要で

す。 

 ➢様々な障害特性について、正しい理解や知識を深めるため

の機会づくりに継続して取り組むとともに、関係団体等と

協力し、地域でふれあう機会づくりに取り組み、理解と交

流のある地域社会をつくることが求められます。 

 ➢一人一人の障害の状況や特性に応じた支援が必要であり、

福祉サービスに対するニーズも多様化しているため、相談

支援は、ますます重要となっています。また、支援内容が

多岐にわたるほか、複雑化・長期化している状況にあり、

相談体制の充実が求められます。このため、障害者が必要

な支援を受けられるよう、利用者のニーズに合ったサービ

スの質・量の確保が必要です。 

との連携を強化し、地域の課題に取り組む団体、ボランテ

ィア、人材の育成等を行う団体及び地域内で見守り活動を

行う団体に対して支援を行います。 

 

 

施策１２ 安心して暮らせる地域づくりの推進 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢障害者が住み慣れた地域で安心して暮らせる共生社会を

目指し、福祉の推進に取り組んでいます。 

 ➢障害者差別解消法★の施行を受け、行政機関及び民間事業

者においては、障害を理由とする差別的な取扱いが禁止さ

れており、障害者への合理的配慮などが求められていま

す。 

 

 ➢様々な障害特性について、正しい理解や知識を深めるた

め、関係団体等と協力し、地域でふれあう機会をつくり、

理解と交流のある地域社会をつくることが求められます。 

 

 ➢福祉サービスに対するニーズが多様化しています。障害者

が必要な支援を受けられるよう、利用者のニーズに合った

サービスの質・量の確保が必要です。 
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 ➢障害者の自立し、安定した生活を送るための「働きたい」

という希望、生きがいのある生活を送れるよう「スポーツ・

文化活動等へ参加したい」という希望があります。このた

め、働きたいと思っている人が多様な手段によって就労・

雇用を実現できる支援が必要です。また、子ども達が様々

な選択ができるよう成長や教育の過程においても関係機

関が相互に連携した支援体制の検討が求められます。 

 ➢障害者が安全に安心して生活し社会参加するために生活

基盤の整備が不可欠であり、町では、移動手段の確保とし

て、福祉タクシー利用助成、住民バスの運行等による利便

性の向上に努めています。しかし、障害のある人が地域で

「暮らしやすさ」を実感するためには、地域の生活環境に

おいて感じる様々な「暮らしにくさ」を見直していくこと

が重要です。 

 ➢発達障害★及び自閉症★の子どもが増えている現状におい

て、療育を必要とする児童に対して、発達に応じた相談支

援や発達支援を行うための体制づくりが求められていま

す。教育機関の場においては、障害の重度化・重複化、学

習障害、発達障害等への対応などで、指導体制や教育環境

の充実が求められています。 

 

③施策の展開 

 

 

 ➢人権と障害についての理解を深め、権利の侵害や差別をな

 ➢障害者の「働きたい」、「スポーツ・文化活動等に参加した

い」という生きがいのある生活を送る希望を実現するた

め、障害者の雇用や社会参加に関係する機関が相互に連携

した支援体制が求められます。 

 

 

 

 ➢障害者が安全に安心して生活し社会参加するためには、生

活基盤の整備が不可欠です。障害者が地域の生活環境にお

いて感じる様々な「暮らしにくさ」を見直していく必要が

あります。 

 

 

 

 ➢発達障害★及び自閉症★の子どもが増えていることから早

期発見と早期支援が必要です。子どもの発達段階や一人ひ

とりの特性に応じて、保健や児童福祉、教育、医療等の関

係機関と連携して、相談支援や療育指導の充実が求められ

ています。 

 

 

③施策の展開 

 ➢障害者が自立して日常生活を送ることができるよう支援

します。 

 ➢人権と障害についての理解を深め、権利の侵害や差別をな
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くし、障害者が地域の一員としてともに支え合う地域づく

りに取り組みます。また、生活の様々な機会で権利を侵害

されることのないよう、人権や権利擁護の制度の周知を図

ります。 

 ➢相談支援体制は障害者が地域で安心して暮らす支援の要

として、障害者の家族又は介護者の生活支援を充実する

等、状況に応じた適切な支援につなげていくよう取り組み

ます。 

 ➢サービスを必要とする人に確実に提供できるよう、様々な

機会を活用して周知し、障害の特性に応じて広く情報提供

し、サービスの利用促進を図ります。 

 ➢障害のある人に対するサービス提供基盤の充実、確保に努

め、円滑な制度運営を図ります。 

 ➢障害のある人が、地域社会で個性や能力を最大限に発揮

し、学習機会や働く意欲を持ち、社会への参画を果たし、

自らの生き方や暮らし方の選択が広がるよう努めます。ま

た、それらの実現に向けて必要な支援の行える体制づくり

に取り組みます。 

 ➢福祉のまちづくりを進めるため、長寿命化計画に基づく公

共施設改修時のバリアフリー★化が必要です。また、まち

づくりをデザインする社会基盤等の整備計画の策定に際

し、誰もが利用しやすい「ユニバーサルデザイン★」の考

え方を導入するよう働きかけます。さらには、移動手段と

しての住民バス運行など、障害のある人にとって安心・安

全な環境づくりを目指し、暮らしやすい地域への移行を図

くし、障害者が地域の一員としてともに支え合う地域づく

りに取り組みます。 

 ➢障害についての理解を深めるため、積極的な福祉教育を進

めます。 

 ➢相談支援体制は、障害者が地域で安心して暮らす支援の要

です。障害者の家族又は介護者の生活支援を充実する等、

状況に応じた適切な支援に取り組みます。 

 

 ➢サービスを必要とする人に必要な情報が確実に届くよう、

障害の特性に応じて様々な機会を活用し広く情報提供を

行い、サービスの利用促進を図ります。 

 ➢障害者に対するサービス提供基盤の充実、確保に努め、円

滑な制度運営を図ります。 

 ➢障害者が、地域社会で個性や能力を最大限に発揮し、学習

機会や働く意欲を持ち、社会への参画を果たし、自らの生

き方や暮らし方の選択が広がるよう努めます。また、それ

らの実現に向けて必要な支援を行える体制づくりに取り

組みます。 

 ➢福祉のまちづくりを進めるためには、長寿命化計画に基づ

く公共施設改修時のバリアフリー★化が必要です。また、

まちづくりをデザインする社会基盤等の整備計画の策定

に際し、誰もが利用しやすい「ユニバーサルデザイン★」

の考え方を導入するよう働きかけます。 

 ➢移動手段として住民バスの運行など、障害のある人にとっ

て安心・安全な環境づくりを目指し、暮らしやすい地域へ
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ります。 

 ➢療育支援については、保護者を対象とした研修会及び療育

支援教室を開催し、障害がある幼児とその保護者に対する

早期支援を図ります。 

 ➢ライフステージに応じた切れ目のない支援と保健、医療、

福祉、保育及び教育と連携した支援を行います。 

 

 

政策５ 子育て支援の充実 

施策１３ 働きながら子育てする家族を支援するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢平成３０年４月に１か所、平成３１年４月に１か所、令和

２年４月にも１か所認可外保育施設★が小規模保育施設★

に移行しました。さらには、駅東地区に令和２年４月に入

所定員１１０人の認可保育所も開所しています。 

 ➢令和元年度において、待機児童の数は、０歳児が１人、１

歳児が５人、２歳児が９人、３歳児が１人の、合わせて１

６人となっています。 

 ➢待機児童解消のための対策と併せて、子どもたちにとって

良い保育環境となるよう保育環境の整備を進めることが

必要です。 

 ➢待機児童が解消されていないため、保護者の経済的な負担

を軽減することを目的に、認可外保育施設入所児童の保護

者に助成金を支給しています。 

 ➢令和元年１０月から幼児教育・保育の無償化がスタート

の移行を図ります。 

 ➢療育支援については、幼児期から保護者を対象とした研修

会及び療育支援教室を開催し、障害児とその保護者に対す

る早期支援を図ります。 

 ➢ライフステージに応じた切れ目のない支援と保健、医療、

福祉、保育及び教育と連携した支援を行います。 

 

 

政策５ 子育て支援の充実 

施策１３ 働きながら子育てする家族を支援するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢平成３０年４月に１か所、平成３１年４月に１か所、令和

２年４月にも１か所認可外保育施設★が小規模保育施設★

に移行しました。さらには、駅東地区に令和２年４月に入

所定員１１０人の認可保育所も開所しています。 

 ➢令和元年度において、待機児童の数は、０歳児が１人、１

歳児が５人、２歳児が９人、３歳児が１人の、合わせて１

６人となっています。 

 ➢待機児童解消のための対策と併せて、子どもたちにとって

良い教育・保育環境となるよう子育て環境の充実を図るこ

とが必要です。 

 ➢待機児童が解消されていないため、保護者の経済的な負担

を軽減することを目的に、認可外保育施設入所児童の保護

者に助成金を支給しています。 

 ➢令和元年１０月から幼児教育・保育の無償化がスタート
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し、３歳児クラスから５歳児クラスまでの子ども、０歳児

クラスから２歳児クラスまでの住民税非課税世帯の子ど

もの利用料を無償化していますが、無償化によって利用を

希望する方が増えることが予想され、待機児童の増加が見

込まれます。 

 ➢放課後児童クラブ★では、長期休業と毎週土曜日には午前

７時から開館し、早朝から子どもたちを受け入れていま

す。そのような中、現在、小学校３年生までの受け入れを

行っていますが、高学年児童の受入れのニーズも高まりを

みせています。 

 ➢母子父子医療費助成のほかに、子ども医療費助成として０

歳児から中学生までの通院、入院の医療費を無料にしてい

ます。 

 

③施策の展開 

 ➢民間事業者と協力して、更なる保育施設の拡充を図りま

す。 

 

 

 

 

 ➢町内外の認可外保育施設に入所する児童の保護者に対し

て、助成金を交付することにより、保護者の経済的負担の

軽減を図ります。 

 ➢放課後児童クラブの放課後児童支援員★の確保、高学年の

し、３歳児クラスから５歳児クラスまでの子ども、０歳児

クラスから２歳児クラスまでの住民税非課税世帯の子ど

もの利用料を無償化していますが、無償化によって利用を

希望する方が増えることが予想されます。 

 

 ➢放課後児童クラブ★では、長期休業と毎週土曜日には午前

７時から開館し、早朝から子どもたちを受け入れていま

す。そのような中、現在、小学校３年生までの受け入れを

行っていますが、高学年児童の受入れのニーズも高まりを

みせています。 

 ➢母子父子医療費助成のほかに、子ども医療費助成として０

歳児から中学生までの通院、入院の医療費を無料にしてい

ます。 

 

③施策の展開 

➢民間事業者と協力して、更なる保育施設の拡充を図りま

す。 

➢就学前の子どもの教育と保育を一体的なものと捉え、幼稚

園と保育所の良さをあわせもつ認定こども園★について、

公立施設の民間移行も視野に入れながら教育委員会と連

携し検討を進めます。 

➢町内外の認可外保育施設に入所する児童の保護者に対し

て、助成金を交付することにより、保護者の経済的負担の

軽減を図ります。 

➢放課後児童クラブの放課後児童支援員★の確保、高学年の
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受け入れに努めるとともに、実施場所について教育委員会

と連携し検討を進めます。 

 ➢今後も継続して子どもに係る医療費を助成することによ

り、家庭における経済的負担の軽減を図ります。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢保育環境の充実 

 ➢民間活力の活用の推進 

 ➢幼保連携の推進（関連） 

 ➢保護者の経済的負担の軽減 

 ➢放課後児童クラブの運営 

 

 

施策１４ 子育てに不安な家族を支援するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢平成３０年度には町内２か所の子育て支援センターに延

べ８，８７４人の親子が来館しています。また、実施した

利用者アンケートの調査結果によると、子育てに関する不

安の内容は、「離乳食」、「子ども同士の付き合い」、「産後

の職場復帰」、「子どもと接する時間が少ない」などがあり、

気軽に相談できる相手がおらず、子育てに不安を抱いてい

る親がいます。 

 ➢子育て支援センターにおいて、同じ境遇の親同士の交流、

保育士等への子育てに係る相談を通して、不安や悩みの解

消につながっています。 

受け入れに努めるとともに、実施場所について教育委員会

と連携し検討を進めます。 

➢今後も継続して子どもに係る医療費を助成することによ

り、家庭における経済的負担の軽減を図ります。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢保育環境の充実 

 ➢民間活力の活用の推進 

 ➢幼保連携の推進 

 ➢保護者の経済的負担の軽減 

 ➢放課後児童クラブの運営 

 

 

施策１４ 子育てに不安な家族を支援するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢平成３０年度には町内２か所の子育て支援センターに延

べ８，８７４人の親子が来館しています。また、実施した

利用者アンケートの調査結果によると、子育てに関する不

安の内容は、「離乳食」、「子ども同士の付き合い」、「産後

の職場復帰」、「子どもと接する時間が少ない」などがあり、

気軽に相談できる相手がおらず、子育てに不安を抱いてい

る親がいます。 

 ➢子育て支援センターにおいて、親同士の交流、保育士等へ

の子育てに係る相談を通して、不安や悩みの解消につなが

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句削除 

 

 

-25-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ➢子育て支援センターにおいて、子育てアドバイザーを配置

して子育ての不安や悩みを相談できる体制づくりに努め

ていますが、同世代の子どもたち同士の交流機会をもっと

増やして欲しいとの要望も出されています。 

 

③施策の展開 

 ➢これから出産、育児を迎える方、子育てに不安を抱えてい

る方はもちろん、子育てに積極的な方について、行事等を

実施しながら気軽に利用できる集いの場を提供するとと

もに、交流の機会を増やします。 

 ➢子育てアドバイザーを配置して相談体制の充実を図りま

す。 

 

 

 

 

施策１５ 児童虐待を防止するための対策 

①施策の目的 

➢子どもの命を守ります。 

 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢ネグレクト★及び心理的虐待★者の世帯は、低所得で生活

苦の場合が多く、また、親が幼い頃に同様の境遇だったこ

とが見られると指摘されています。そのような中で、核家

族化が進み、近隣との関係が疎遠となり、地域交流も衰退

 ➢子育て支援センターにおいて、子育てアドバイザーを配置

して子育ての不安や悩みを相談できる体制づくりに努め

ていますが、同世代の子どもたち同士の交流機会をもっと

増やして欲しいとの要望も出されています。 

 

③施策の展開 

➢これから出産、育児を迎える方、子育てに不安を抱えてい

る方はもちろん、子育てに積極的な方について、行事等を

実施しながら気軽に利用できる集いの場を提供するとと

もに、交流の機会を増やします。 

 ➢子育てアドバイザーを配置して相談体制の充実を図りま

す。 

 ➢子育て支援センターで開催する行事等について、様々な機

会を活用して周知し、利用促進を図ります。 

 

 

施策１５ 児童虐待を防止するための対策 

①施策の目的 

 ➢子どもの人権を守ります。 

 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢ネグレクト★及び心理的虐待★者の世帯は、低所得で生活

苦の場合が多く、また、親自身も幼い頃に同様の境遇にあ

ったことが見られると指摘されています。一方、核家族化

が進み、近隣との関係が疎遠となり、地域交流も衰退して
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しています。 

 ➢家庭環境は、子どもの知性と心身のその後の成長に大きく

影響します。虐待は、子ども自身で解決することは困難で

あることから、関係機関が連携して、継続的に支援するこ

とが必要です。 

 ➢美里町要保護児童対策地域協議会★は、各関係機関との連

携から、児童虐待の未然防止と発生後の迅速かつ適切な対

応に努めていますが、虐待対策に関する知識を有する専門

的な職員の配置が必要です。 

 

 ➢平成３０年度においては、終結したケース３件、継続する

ケース２２件、新たに発生したケース３件が実務者会議で

認められ、その主な虐待の内容としては、身体的虐待５件、

ネグレクト５件及び心理的虐待６件となっています。虐待

による子どもの死亡が社会問題化している中、町内におい

ても支援を要するケースは年々増加傾向にあります。 

 

③施策の展開 

 ➢虐待に関する情報提供の啓蒙を図るとともに、関係機関と

連携を図ります。 

 ➢児童虐待の発生を未然に防ぎます。また、既に発生した事

案に対してはその深刻化を防ぎます。 

 ➢乳児がいる全ての家庭を保健師等が訪問し、養育支援が特

に必要な家庭に対して、養育に関する指導・助言を行いま

す。また、必要な場合は、宮城県北部児童相談所、宮城県

います。 

 ➢家庭環境は、子どもの知性と心身のその後の成長に大きく

影響します。虐待は、子ども自身で解決することは困難で

あることから、関係機関が連携して、継続的に支援するこ

とが必要です。 

 ➢美里町要保護児童対策地域協議会★は、各関係機関との連

携によって、児童虐待の未然防止と発生後の迅速かつ適切

な対応に努めています。しかし、困難事例も増加傾向にあ

ることから、虐待対策に関する知識を有する専門的な職員

の配置が必要です。 

 ➢平成３０年度においては、終結したケース３件、継続する

ケース２２件、新たに発生したケース３件が実務者会議で

認められ、その主な虐待の内容としては、身体的虐待５件、

ネグレクト５件及び心理的虐待６件となっています。虐待

による子どもの死亡が社会問題化している中、町内におい

ても支援を要するケースは年々増加傾向にあります。 

 

③施策の展開 

 ➢虐待に関する情報提供の啓発を図るとともに、関係機関と

連携を図ります。 

 ➢児童虐待の発生を未然に防ぎます。また、既に発生した事

案に対してはその深刻化を防ぎます。 

 ➢乳児がいる全ての家庭を保健師等が訪問し、養育支援が特

に必要な家庭に対して、養育に関する指導・助言を行いま

す。また、必要な場合は、宮城県北部児童相談所、宮城県
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北部保健福祉事務所、遠田警察署等の関係する機関と個別

ケース検討会議★を行い、適切な対応を協議します。 

 ➢保健師、学校、民生委員・児童委員の連携から、家庭内に

立ち入っての対応も行っていきます。 

 ➢初期の要保護児童については、具体的な支援内容を検討す

る個別ケース検討会議の開催から、適切な対応を行ってい

きます。 

 ➢個別ケース検討会議及び実務者会議を通して、関係機関が

情報を共有し、相互の連携の下に迅速で適切な対応を行っ

ていきます。 

 

北部保健福祉事務所、遠田警察署等の関係する機関と個別

ケース検討会議★を行い、適切な対応を協議します。 

 ➢保健師、学校、民生委員・児童委員の連携で、家庭内に立

ち入っての対応も行っていきます。 

 ➢初期の要保護児童については、具体的な支援内容を検討す

る個別ケース検討会議の開催から、適切な対応を行ってい

きます。 

 ➢個別ケース検討会議及び実務者会議を通して、関係機関が

情報を共有し、相互の連携の下に迅速で適切な対応を行っ

ていきます。 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【資料編（８ 用語集）】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

 

 

１４５ 

 

８ 用語集 

 

８ 用語集 

 

 用 語 説 明 

な行 認定こども

園 

認定こども園とは、教育・保育を一体

的に行う施設で、幼稚園と保育所の両

方の良さを併せ持っている施設のこ

と。 

 

 

項目追加 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【 第３章 力強い産業がいきづくまちづくり 】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

５０ 

 

 

事業者がその経営資源を最大限に活用できるよう遠田商工

会をはじめとする関係機関と連携し、町内のあらゆる「しごと」

を支援します。 

事業者がその経営資源を最大限に活用できるよう遠田商工

会をはじめとする関係機関と連携し、町内のあらゆる「しごと」

★を支援します。 

用語集に追加 

５１  

政策・施策 重点 施策の指標（KPI） 

 政策６ 農業の振興   

 施策１６ 担い手の確保

と魅力ある農業の展開 
● 

・集落営農組織★の法人化数（累計） 

・１０ヘクタール規模の土地利用型野菜及

び５ヘクタール規模の施設園芸作物の品

目数（累計） 

 施策１７ 畜産経営の安

定化 

 ・繁殖農家一戸当たりにおける肉用牛の飼

養頭数 

・肥育農家一戸当たりにおける肉用牛の飼

養頭数 

 施策１８ 農村機能及び

生産基盤の維持 

 ・町内農地における保全活動の取組面積割

合 

政策７ 商工業・観光物産等

の振興 

  

 施策１９ 商工業を振興

するための対策 
● 

・町内の製造品等出荷額 

・遠田商工会の会員数 

・美里町起業サポートセンター（シェアオフ

ィス）年間利用回数（延べ） 

 施策２０ 物産・観光を

振興するための対策 

 ・観光客入込数★ 

・町内産の農産物等を活用した商品開発数

（累積） 

 

 

 

政策・施策 重点 施策の指標（KPI） 

 政策６ 農業の振興   

 施策１６ 担い手の確保

と魅力ある農業の展開 
● 

・集落営農組織★の法人化数（累計） 

・１０ヘクタール規模の土地利用型野菜及

び５ヘクタール規模の施設園芸作物の品

目数（累計） 

 施策１７ 畜産経営の安

定化 

 ・畜産農家一戸当たりにおける肉用牛の飼

養頭数 

 

 

 施策１８ 農村機能及び

生産基盤の維持 

 ・町内農地における保全活動の取組面積割

合 

政策７ 商工業・観光物産等

の振興 

  

 施策１９ 商工業を振興

するための対策 
● 

・町内の製造品等出荷額 

・遠田商工会の会員数 

・美里町起業サポートセンター（シェアオフ

ィス）年間利用回数（延べ） 

 施策２０ 物産・観光を

振興するための対策 

 ・観光客入込数★ 

・町内産の農産物等を活用した商品開発数

（累積） 
 

 

指標修正 
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５２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策６ 農業の振興 

施策１６ 担い手の確保と魅力ある農業の展開 

②施策を取り巻く現状と課題 

 

 

 

 

➢本町の基幹作物である水稲は、人口減少や食生活の変化等

により需要が減少しており、汎用水田を活用した麦、大豆

及び土地利用型野菜など、需要に応じた作物の生産が求め

られています。 

➢野菜需要については、外食・中食の拡大や調理の簡便化に

より、加工・業務用の需要が拡大しています。 

➢加工・業務用需要に対応し、取引を拡大するためには、生

産面積の確保及び安定出荷など、一体的な取組体制を構築

し産地としての競争力の向上が必要です。 

 

 

 

 

➢土地利用の自由度を高めるためには、担い手に農地の経営

権を集約する必要があり、農地所有者や担い手間、地域内

における土地利用の合意形成が必要です。 

➢農業従事者の高齢化や後継者不足がより深刻になり、農業

の担い手は減少していくことが想定されます。地域農業を

政策６ 農業の振興 

施策１６ 担い手の確保と魅力ある農業の展開 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢農業従事者の高齢化や後継者不足がより深刻になり、農業

の担い手は減少していくことが想定されます。地域農業を

守るためには、集落営農組織の法人化や新規就農★者など、

担い手の確保対策が必要です。 

➢本町の基幹作物である水稲は、人口減少や食生活の変化等

により需要が減少しており、汎用水田を活用した麦、大豆

及び土地利用型野菜など、需要に応じた作物の生産が求め

られています。 

➢野菜需要については、外食・中食の拡大や調理の簡便化に

より、加工・業務用の需要が拡大しています。 

➢加工・業務用需要に対応し、取引を拡大するためには、生

産面積の確保及び安定出荷など、一体的な取組体制を構築

し産地としての競争力の向上が必要です。 

➢新型コロナウイルス感染症は、花きや畜産を中心に農業生

産にも影響を与えています。さらに、外出自粛等による外

食の機会が縮小したことにより、加工・業務用野菜の需要

減少、米の民間在庫の増加等、今後の影響が懸念されます。 

➢土地利用の自由度を高めるためには、担い手に農地の経営

権を集約する必要があり、農地所有者や担い手間、地域内

における土地利用の合意形成が必要です。 

 

 

 

 

 

項目移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目追加 
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５３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

守るためには、集落営農組織の法人化や新規就農★者など、

担い手の確保対策が必要です。 

➢中心的な担い手においては、大規模化、法人化の傾向にあ

ることから、スケールメリットをいかした低コスト化、高

収益化による経営展開が必要となっています。 

➢収益向上の取組として、農地の高度利用（水田フル活用）

による生産性の向上が推進されています。 

➢水田農業の推進に当たっては、国の経営所得安定対策を中

核とし、各種支援制度等を有機的に連携させた展開が必要

です。 

➢中小規模の経営体については、地域農業を維持していくう

えで欠かせないものであり、少量多品目の生産、農産物直

売所★での販売、６次産業化による付加価値の創出など、

経営規模や経営内容に沿った支援が必要です。 

 

➢労働力不足の解消や生産効率の向上のため、ロボット技術

や情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したスマート農業の取組

が推進されています。 

➢農業用施設については、長寿命化や機能強化による既存施

設の有効活用、設備投資の抑制の取組が想定されます。ま

た、農業用ハウス等の遊休化が懸念され、貴重な生産基盤

として次世代や担い手に引き継ぐための対策が想定され

ます。 

➢農作物被害を防止するため、病害虫防除、有害鳥獣の駆除

等、継続的に取り組む必要があります。 

 

 

➢中心的な担い手においては、大規模化、法人化の傾向にあ

ることから、スケールメリットをいかした低コスト化、高

収益化による経営展開が必要となっています。 

➢収益向上の取組として、農地の高度利用による生産性の向

上が推進されています。 

➢水田農業の推進に当たっては、国の経営所得安定対策を中

核とし、各種支援制度等を有機的に連携させた展開が必要

です。 

➢中小規模の経営体については、地域農業を維持していくう

えで欠かせないものであり、少量多品目の生産、農産物直

売所★での販売、６次産業化や商工業者との連携による付

加価値の創出など、経営規模や経営内容に沿った支援が必

要です。 

➢労働力不足の解消や生産効率の向上のため、ロボット技術

や情報通信技術（ＩＣＴ）等の先端技術を活用したスマー

ト農業の取組が推進されています。 

➢農業用施設については、長寿命化や機能強化による既存施

設の有効活用、設備投資の抑制の取組が想定されます。ま

た、農業用ハウス等の遊休化が懸念され、貴重な生産基盤

として次世代や担い手に引き継ぐための対策が想定され

ます。 

➢農作物被害を防止するため、病害虫防除、有害鳥獣の駆除

等、継続的に取り組む必要があります。 
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➢農地の地力低下が問題となっているため、耕種農業★と畜

産の連携による堆肥利用等、地力を高める土づくりの推進

が必要です。 

 

③施策の展開 

 

 

 

 

 ➢加工・業務用野菜の需要に即した土地利用型野菜の生産を

推進し、産地化を図ります。 

➢担い手への農地の集積を促進します。 

 

 

➢集落営農組織ごとに方向性を整理し、関係機関との連携を

図りながら、法人化の取組を促進します。また、法人経営

の安定化を支援します。 

 

 

➢６次産業化や農産物の付加価値向上の取組を支援します。 

 

➢スマート農業★の実践に向けた最新設備等の導入を支援し

ます。 

➢農業用施設の有効活用や次世代への継承の取組を支援し

ます。 

➢農地の地力低下が問題となっているため、耕種農業★と畜

産の連携による堆肥利用等、地力を高める土づくりの推進

が必要です。 

 

③施策の展開 

➢集落営農組織ごとに方向性を整理し、関係機関との連携を

図りながら、法人化の取組を促進します。また、法人経営

の安定化を支援します。 

➢新規就農や雇用による就農機会の創出を図ります。 

 ➢加工・業務用野菜の需要に即した土地利用型野菜の生産を

推進し、産地化を図ります。 

➢担い手への農地の集積を促進します。 

➢農地の高度利用、農用地利用の効率化を図るため、水田を

フルに活用した収益性の高い農業の取組を推進します。 

 

 

 

➢地域の特色をいかした農業の推進を図るため、野菜、果樹

等園芸作物の生産を支援します。 

➢農産物の付加価値向上や６次産業化及び農商工連携の取

組を支援します。 

➢スマート農業★の実践に向けた最新設備等の導入を支援し

ます。 

➢農地や農業用施設の有効活用など地域農業継承対策を支

援します。 

 

 

 

 

 

項目移動 

 

 

項目追加 

 

 

 

項目追加 

 

項目移動 
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５４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢有害鳥獣駆除及び病害虫防除の取組を支援し、良好な生産

環境を維持します。 

➢土づくり、有機農業等、環境に配慮した生産を支援します。 

 

 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢将来にわたる農業者の生活支援 

 

 

➢担い手への農地集積 

➢多様な生産者の確保 

➢農地の高度利用の推進 

➢農用地利用の効率化 

➢魅力ある農業、個性をいかした農業の推進 

 

➢園芸農家の育成及び連携促進 

 

➢農業経営の安定化支援 

➢生産環境の保全 

 

➢有害鳥獣駆除及び病害虫防除の取組を支援し、良好な生産

環境を維持します。 

➢土づくり、有機農業等、環境に配慮した生産を支援します。 

➢新型コロナウイルス感染症や自然災害など環境変化に対

応し、事業の継続を支援します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢地域を支える担い手の確保及び経営安定支援 

 ➢生産組織の活動支援 

 ➢農産物の産地形成に向けた推進 

 ➢担い手への農地集積と集約化の促進 

 

 ➢水田フル活用の推進 

 

 ➢個性をいかした農業の推進 

 ➢６次産業化及び農商工連携の促進 

  

 ➢先端技術を活用したスマート農業の支援 

 ➢新規就農支援と地域農業の継承対策 

 ➢生産環境の維持・向上対策 

 ➢環境変化に対する事業継続支援 

 

 

 

項目追加 

 

 

 

字句修正 

項目追加 

項目追加 

字句修正 

項目削除 

字句修正 

項目削除 

字句削除 

項目追加 

項目削除 

項目追加 

字句修正 

字句修正 

項目追加 
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５５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策１７ 畜産経営の安定化 

③施策の展開 

 ➢飼養技術の向上と地域内連携の強化を促進し、消費者ニー

ズに応じた肉用牛の生産を支援します。また、素牛導入の

負担軽減を図りながら、飼養頭数の低減防止に努めます。 

➢飼料価格の変動による影響を低減させるため、水田を活用

した飼料作物の生産及び耕畜連携の取組を推進します。 

➢ＪＡ新みやぎが主導する畜産クラスター（畜産農家をはじ

めとする地域の各種支援組織、関連産業等の関係者が連

携・結集した地域ぐるみの推進体制）の取組を支援します。 

 

⑤施策の指標 

 ➢繁殖農家一戸当たりにおける肉用牛の飼養頭 

高齢化や後継者不足に伴い農家戸数の減少が続くとと

もに、新型コロナウイルス感染症による影響が懸念される

中にあっても、肉用牛の飼養頭数を維持していくことが必

要であることから、一戸当たりの飼養頭数を指標としま

す。 

（単位：頭／戸） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

11.5 11.4 11.0 11.0 11.0 11.0 11.0 

 

 

 

施策１７ 畜産経営の安定化 

③施策の展開 

 ➢飼養技術の向上と地域内連携の強化を促進し、消費者ニー

ズに応じた肉用牛の生産を支援します。また、素牛導入の

負担軽減を図りながら、飼養頭数の維持を図ります。 

 ➢飼料価格の変動による影響を低減させるため、水田を活用

した飼料作物の生産及び耕畜連携の取組を推進します。 

➢ＪＡ新みやぎが主導する畜産クラスター（畜産農家をはじ

めとする地域の各種支援組織、関連産業等の関係者が連

携・結集した地域ぐるみの推進体制）の取組を支援します。 

 

⑤施策の指標 

 ➢畜産農家一戸当たりにおける肉用牛の飼養頭 

   高齢化や後継者不足に伴い農家戸数の減少が続くとと

もに、新型コロナウイルス感染症による影響が懸念される

中にあっても、肉用牛の飼養頭数を維持していくことが必

要であることから、一戸当たりの飼養頭数を指標としま

す。 

（単位：頭／戸） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

15.6 14.4 14.0 14.0 14.0 14.0 14.0 
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 ➢肥育農家一戸当たりにおける肉用牛の飼養頭数 

（単位：頭／戸） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

27.2 23.1 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 
 

 指標削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５７ 

 

 

 

 

施策１８ 農村機能及び生産基盤の維持 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢人口減少社会及び高齢社会にあって、農村の集落機能が低

下しています。 

➢農地整備事業は、担い手への農地集積や農地の高度利用に

つながります。 

➢過去に整備された農業用施設は、長寿命化対策が必要な時

期を迎えています。また、暮らし、なりわい、生命を守る

ため、水田や農業用水利施設が持つ洪水対策機能への期待

が一層高まっています。 

➢大崎地域における「持続可能な水田農業を支える『大崎耕

土』の伝統的水管理システム」が世界農業遺産に認定され

たことを機に、農業が育む文化、生物多様性、農村景観等

を後世に継承していくことが求められます。 

➢国内人口林の半数以上が主伐期を迎え、木材の有効活用と

適切な森林管理が求められています。 

 

③施策の展開 

 ➢農業農村が持つ多面的機能の発揮を促進するため、地域に

施策１８ 農村機能及び生産基盤の維持 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢人口減少社会及び高齢社会にあって、農村の集落機能が低

下しています。 

➢農地整備事業は、担い手への農地集積や農地の高度利用に

つながります。 

➢過去に整備された農業用施設は、長寿命化対策が必要な時

期を迎えています。また、暮らし、なりわい、生命を守る

ため、水田や農業用水利施設が持つ洪水対策機能への期待

が一層高まっています。 

➢大崎地域における「持続可能な水田農業を支える『大崎耕

土』の伝統的水管理システム」が世界農業遺産に認定され

たことを機に、農業が育む文化、生物多様性、農村景観等

を後世に継承していくことが求められます。 

➢国内人工林の半数以上が主伐期を迎え、木材の有効活用と

適切な森林管理が求められています。 

 

③施策の展開 

 ➢農業農村が持つ多面的機能の発揮を促進するため、地域に
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５９ 

 

 

 

 

 

おける共同活動を支援します。 

 ➢担い手への農地集積、農業生産の効率化を促進するため、

農村機能及び生産基盤の維持向上を図ります。 

 ➢農業用施設等は、関係機関と連携し優先度を考慮しなが

ら、効率的かつ効果的な整備を図ります。 

 ➢世界農業遺産認定の柱である「巧みな水管理システム」や

農業と生物多様性の共生など、持続可能な農業システムを

官民一体となり、後世に承継していきます。 

 ➢災害防止や地球温暖化防止など、公益的な機能を持つ森林

の適切な管理を推進します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢保全活動の支援 

➢農地集積、農業生産の効率化 

➢生産基盤の維持向上 

➢大崎地域世界農業遺産の理解促進 

➢森林環境の維持向上 

 

おける共同活動を支援します。 

 ➢担い手への農地集積、農業生産の効率化を促進するため、

農村機能及び生産基盤の維持向上を図ります。 

 ➢農業用施設等は、関係機関と連携し優先度を考慮しなが

ら、効率的かつ効果的な整備を図ります。 

 ➢世界農業遺産認定の柱である「巧みな水管理システム」や

農業と生物多様性の共生など、持続可能な農業システムを

官民一体となり、後世に継承していきます。 

 ➢災害防止や地球温暖化防止など、公益的な機能を持つ森林

の適切な管理を推進します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢集落機能の維持と共同活動の支援 

➢農地集積、農業生産の効率化 

➢生産基盤及び農村における防災機能の維持向上 

➢大崎地域世界農業遺産の理解促進 

➢森林環境の維持向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

字句修正 

 

 

 

 

字句修正 

 

字句修正 

政策７ 商工業・観光物産等の振興 

施策１９ 商工業を振興するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 

 

 

政策７ 商工業・観光物産等の振興 

施策１９ 商工業を振興するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢平成２８年の経済センサスにおける本町の事業所数は、８

８８事業所となっており、うち、２次産業が１９２事業所、

３次産業が６９６事業所となっています。 
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➢商工業者による町の制度資金の活用は、年々増加している

状況にあります。制度資金は、商工業者の資金需要に対し

大きな役割を果たしています。 

 

 

➢立地企業が新たな設備を導入した場合等の事業拡大に対

し、奨励金を交付するなどの支援を実施しています。引き

続き、既存の立地企業に対する支援を実施するとともに、

新たな企業の立地を模索し、継続的な誘致活動を実施する

必要があります。 

➢経営改善普及事業や地域総合振興事業に取り組む遠田商

工会に対し、円滑に事業が展開できるよう、継続した支援

を実施しています。今後も、地元商工業者の身近な存在で

ある遠田商工会の運営を支援するとともに、連携体制を一

層強化していく必要があります。 

➢美里町起業サポートセンター「Ｋｉｒｉｂｉ」の開所以来、

起業相談や施設利用者が年々増加しています。起業者同士

の結び付きを強め、Ｋｉｒｉｂｉの設置効果を最大限に発

揮するため、町内における起業者情報の把握を進め、更な

る利用者増加対策を講じる必要があります。 

 

 ➢中小企業庁が公表している本町の中小企業数は、６４３企

業となっており、そのうち約９割を小規模企業が占めてい

ます。中小企業・小規模企業は、地域の経済及び雇用を支

える担い手として重要な役割を果たしています。 

 ➢制度資金は、商工業者の資金需要に対し大きな役割を果た

しています。商工業者による町の制度資金の活用は、年々

増加している状況にあることから融資資金の確保及び融

資限度額を引き上げるなど、安定した資金の融通に取り組

んでいます。 

 ➢立地企業が新たな設備を導入した場合等の事業拡大に対

し、奨励金を交付するなどの支援を実施しています。引き

続き、既存の立地企業に対する支援を実施するとともに、

新たな企業の立地を模索し、継続的な誘致活動を実施する

必要があります。 

 ➢商工業者の経営改善や商店街の活性化に取り組む遠田商

工会に対し、円滑な事業展開が図られるよう、支援をして

います。今後も、地元商工業者の身近な存在である遠田商

工会の運営を支援するとともに、連携体制を一層強化して

いく必要があります。 

 ➢美里町起業サポートセンター「Ｋｉｒｉｂｉ」の開所以来、

起業、創業、事業承継等の相談者や施設の利用者が年々増

加しています。起業者同士の結び付きを強め、Ｋｉｒｉｂ

ｉの設置効果を最大限に発揮するため、起業セミナーや起

業相談会の開催など、引き続き、利用者の確保対策を講じ

る必要があります。 
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６０ 

 

➢町内雇用を促進するため、事業の拡大等を図った企業に対

し、雇用奨励金を交付するとともに、高齢者の働く場の確

保として美里町シルバー人材センター★の運営を支援して

います。今後は、既存企業の求人支援、高齢者の就労支援

のほかに、働き手を域外に求めるなどの取組も必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③施策の展開 

 ➢制度資金の利用拡大傾向を踏まえ関係機関との連携強化

を図るとともに、事業者の資金需要に対応します。 

 ➢新たな設備投資など、事業拡大や生産性の向上を図る企業

のニーズに応えるとともに、国・県等の支援制度を取り入

 ➢宮城県の有効求人倍率は、令和元年度平均で１．６３倍と

高い水準で推移しています。本町では、町内雇用を促進す

るため、事業の拡大等を図った企業に対し、雇用奨励金を

交付するとともに、高齢者の就業機会確保のため美里町シ

ルバー人材センター★の運営を支援しています。今後は、

既存企業の求人支援、働き手を域外に求める取組や高齢

化、社会保障制度改正にともなう高齢者の就労機会の創出

が求められます。 

 ➢新型コロナウイルスの感染拡大は、中小企業の経営環境に

大きな影響を与えており、収束時期や収束後の状況が見通

せない中、その対策が求められています。 

➢国では、新型コロナウイルス感染症により大きな影響を受

けている事業者に対し、事業継続対策として、持続化給付

金、雇用調整助成金等の支援を実施しています。本町でも、

感染拡大防止協力金や事業継続支援金により、町内事象者

への支援を実施し、また、利用者が飲食店等を安心して利

用できるよう「クリーンフラッグプロジェクト」を展開す

るとともに、消費喚起対策として割増し商品券の発行を支

援しています。 

 

③施策の展開 

 ➢安定した資金融通の確保のため、関係機関との連携強化を

図るとともに、商工業者等の資金需要に対応します。 

 ➢新たな設備投資など、事業拡大や生産性の向上を図る企業

のニーズに応えるとともに、税の特例措置など国・県等の

字句修正 
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れながら立地企業の支援に努めます。 

 

 

 

➢遠田商工会が行う経営改善普及事業と地域振興事業が効

率的かつ効果的に実施されるための環境づくりを、団体運

営の支援を通じて実現します。 

➢起業相談会や起業セミナーを継続的に開催し、Ｋｉｒｉｂ

ｉの利用促進を図るとともに、地域経済に元気を与える

「しごと」の創出を図ります。 

➢高齢者の就労、既存企業の雇用促進等に係る取組を継続す

るとともに、地方創生に結び付く地方回帰に向けた就労環

境の整備に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 

 

 ➢経営資金の安定化に向けた支援 

➢町内における新たな「しごと」創出に向けた支援 

➢新規及び既存企業の事業に対する支援 

支援制度を取り入れながら立地企業の支援に努めます。 

 ➢中小企業・小規模企業の成長発展及び事業の持続的発展が

図られるよう、経営基盤の強化に向けた支援を推進しま

す。 

 ➢遠田商工会の事業が効率的かつ効果的に実施されるよう

団体運営を支援し、更なる連携体制の強化により商工業者

の支援及び地域経済の活性化に努めます。 

 ➢起業相談会や起業セミナーを継続的に開催し、Ｋｉｒｉｂ

ｉの利用促進を図るとともに、地域経済に元気を与える

「しごと」の創出を図ります。 

 ➢高齢者の就労、既存企業の雇用促進等に係る取組を継続す

るとともに、地方創生に結び付く地方回帰に向けた就労環

境の整備に取り組みます。 

 ➢新型コロナウイルス感染症の収束を見据え、必要な対策を

講じるとともに「新たな生活様式」の定着化に取り組みま

す。 

 ➢新型コロナウイルス感染症や自然災害など経済的社会的

環境変化に対応し、事業の持続的発展を支援します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢経営の安定、基盤強化及び革新に対する支援 

➢販路の開拓及び受注機会の確保に対する支援 

➢資金調達の円滑化に向けた支援 

➢Ｋｉｒｉｂｉの運営と新たな「しごと」創出の支援 

➢既存企業への事業拡大等に対する支援及び新たな企業の

 

項目追加 
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６１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢新たな企業の誘致活動 

 

➢遠田商工会に対する運営支援 

➢美里町シルバー人材センターに対する運営支援 

 

誘致 

 

➢人材の育成及び確保に対する支援 

➢遠田商工会に対する運営支援 

➢美里町シルバー人材センターに対する運営支援 

➢経済的社会的環境変化に対する事業継続支援 

 

項目削除 

項目追加 

 

 

項目追加 

施策２０ 物産・観光を振興するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 

 

 

 

 ➢本町の観光と物産を広く周知するため、事業者や関係機関

が連携して、町内外の観光イベント等に参加しています。

引き続き、町内外における観光ＰＲや物産販売等、多くの

機会を設けることが必要です。 

 

 

 

 

 

➢平成２９年１１月、東北地方で初めて認定された世界農業

遺産の地域資源を広く継承していく必要があります。ま

た、農業が育む文化、生物多様性、農村景観等、保全活動

施策２０ 物産・観光を振興するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢宮城県の観光入込客数は、震災前を超える過去最高の水準

となっています。本町は、広域的観光ルートから外れた立

地環境にあるため、観光地として恵まれた環境になく、宮

城県や近隣市町と連携した取組が求められています。 

➢本町の観光と物産を広く周知するため、事業者や関係機関

が連携して、町内外の観光イベント等に参加し町のＰＲ活

動に取り組んできました。引き続き、町内外における観光

ＰＲや物産販売等により交流人口の増加に向け、多くの機

会を設けることが必要です。 

➢住民等により組織された実行委員会が中心となり、地域の

伝統や特色を生かした催事が毎年開催されています。一方

で、構成員の高齢化等による催事の継続が懸念されてお

り、新たな人材の掘り起こし、確保が求められています。 

➢平成２９年１１月、東北地方で初めて認定された世界農業

遺産の地域資源を広く継承していく必要があります。ま

た、農業が育む文化、生物多様性、農村景観等、保全活動
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６２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を通じて創出される付加価値を地域経済へ波及させる取

組が求められます。 

➢住民等により組織された実行委員会が中心となり、伝統的

な催事や趣向を凝らした催事が毎年開催されています。一

方で、構成員の高齢化や担い手不足が懸念されています。 

 ➢新たな商品や既存商品のブラッシュアップ★など、商品開

発への支援によって、多くの付加価値創出に取り組んでき

ました。新たな商品は、流通や販売促進活動など、生み出

された後の工程も重要であり、欠かすことができない取組

となっています。 

 

 

 

 

➢既存の産業関連施設は、多くの観光客等に利用され、その

価値を十分に発揮しています。近年、それぞれの既存機能

の発揮に加え、情報発信機能や販売機能など、多角的な機

能を発揮することが求められています。 

 

 

 

③施策の展開 

 ➢観光ＰＲや物産販売のもととなる観光資源、特産品のブラ

ッシュアップに取り組みます。 

➢本町が持つ農村地域の風土や文化、歴史を広めます。 

を通じて創出される付加価値を地域経済へ波及させる取

組が求められます。 

 

 

 

➢農産物の付加価値の創出は、農商工連携及び６次産業化を

推進し、商品開発等の支援により一定の成果をあげてきま

した。「北浦梨」などの特産品の認知度向上や販路拡大に

は、農業者、商工業者、関係機関等が一体となった取組が

求められています。 

➢近年、情報取得や購買手段は多様化し、顧客ニーズに対応

した情報発信、販売方法などが求められており、ＳＮＳに

よる生きた情報の発信、ふるさと納税制度による物産Ｐ

Ｒ、販路の拡大などが求められています。 

➢本町の産業関連施設は、利用者サービスの向上に努め、多

くの利用客に親しまれています。引き続き、指定管理者制

度の活用による民間ノウハウを最大限に生かし、本町の観

光拠点、流通拠点としての機能発揮が求められています。 

➢新型コロナウイルスの影響は、催事の中止や観光客の減少

など、観光・物産事業に大きな影響を与えており、収束後

の対策を見据えた取組が求められます。 

③施策の展開 

 ➢観光ＰＲや物産販売のもととなる観光資源、新たな特産品

の創出、特産品のブラッシュアップ★に取り組みます。 

 

 

 

項目移動 
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➢住民主体による催事開催を更に啓発し、自由な発想による

催事内容、そのための新たな人材獲得などの活性化策を講

じます。 

 

 

➢特産品の商品数を増やすため、商品開発支援を継続すると

ともに、ＰＲ、流通・販売までの一貫した支援を実施しま

す。 

 

 

 

➢既存の産業関連施設については、情報発信機能や販売機能

を付加するなど、施設機能の充実を図ります。 

 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢町の観光ＰＲ及び物産販売の促進 

➢大崎地域世界農業遺産をいかした付加価値の創出 

➢催事・イベントの開催支援 

➢農産物等の付加価値創出 

 

 

➢農産物直売所の管理運営 

➢交流の森・交流館の運営 

 

 ➢住民主体による催事開催を更に啓発し、自由な発想による

催事内容、そのための新たな人材獲得などの活性化策を講

じます。 

 ➢農商工連携及び６次産業化を促進し、本町の農産物や世界

農業遺産の地域資源による付加価値創出を図ります。 

 ➢特産品の商品数を増やすため、商品開発支援を継続すると

ともに、ＰＲ、流通・販売までの一貫した支援を実施しま

す。 

 ➢情報発信や販売方法の拡充を推進し、新型コロナウイルス

感染症や自然災害などの環境変化に対応できる取組を支

援します。 

 ➢産業関連施設については、施設機能を最大限に発揮するた

め、情報発信機能や販売機能の充実を図るなど、公民連携

による取組を推進します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢町の観光ＰＲ及び物産販売の促進 

 

➢催事開催支援及び人材の掘り起こし 

➢農産物、地域資源による付加価値の創出 

➢農商工連携及び６次産業化の促進 

➢情報発信及び販売方法の拡充支援 

➢農産物直売所の活性化 

➢交流の森・交流館の活性化 
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６３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤施策の指標 

 ➢観光客入込数 

   観光客等の増加は、町のにぎわいづくりや地域経済への

波及効果が高いことから、年間の観光客入込数を指標とし

ます。 

（単位：万人） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

39 39 39 38 38 37 37 

 

 ➢町内産の農作物等を活用した商品開発数（累積） 

   消費者のニーズに対応した商品を継続的かつ持続的に

提供することが物産振興を図るうえで重要なことから、町

内産の農作物等を活用した商品開発数を指標とします。 

（単位：品目） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

‐ 14 20 22 24 26 28 
 

⑤施策の指標 

 ➢観光客入込数 

   観光客等の増加は、町のにぎわいづくりや地域経済への

波及効果が高いことから、年間の観光客入込数を指標とし

ます。 

（単位：万人） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

39 39 39 39 39 40 40 

 

➢町内産の農作物等を活用した商品開発数（累積） 

   消費者のニーズに対応した商品を継続的かつ持続的に

提供することが物産振興を図るうえで重要なことから、町

内産の農作物等を活用した商品開発数を指標とします。 

（単位：品目） 

H27 
（実績） 

H30 
（実績） 

R3 R4 R5 R6 R7 

‐ 14 20 22 24 26 28 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【資料編（８ 用語集）】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

１４２ ８ 用語集 

 

８ 用語集 

 用 語 説 明 

さ行 「しごと」 職業や業務といった「仕事」だけでな

く、起業や創業、生業などを広く含め

「しごと」としています。 

 

 

項目追加 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【 第４章 くらしやすさを実感できるまちづくり 】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

６５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策・施策 重点 施策の指標（KPI） 

 政策８ 生活安全の確保   

 施策２１ 安全、安心な

防災・消防・救急体制を確

立するための対策 

 

・非常用電源の確保率 

・非常時の通信手段の確保率 

・自主防災組織の組織率 

 施策２２ 安全、安心な

交通環境、防犯体制を確

立するための対策 

 ・交通死亡事故の発生件数 

・声かけ事案等の発生件数 

政策９ 生活環境の保全   

 施策２３ 安全・安心な

生活環境基盤の整備  

・橋りょうの長寿命化数（累計） 

・歩行空間の整備（累計） 

・公営住宅入居者等の満足度 

 施策２４ 公共交通網を

確立するための対策 
● 

・住民バス、デマンドタクシー利用者の満足

度 

 施策２５ 生活環境や自

然環境を保存するための

対策 
 

・住民１人当たりの燃やせる家庭ごみ排出

量 

・公共施設から排出された温室効果ガスの

排出量 

 施策２６ 水道水を安定

して供給するための対策 
 

・石綿セメント管の更新率 

 施策２７ 下水道を普及

推進するための対策 
 

・汚水衛生処理率 

 施策２８ 定住化を促進

するための対策 
● 

・総人口に占める生産年齢人口の割合 

政策１０ 住民活動の促進   

 施策２９ 地域における

住民の活動を活性化させ

るための対策 

 ・地域づくり支援事業への住民の参加者数

（延べ人数） 

 施策３０ 地域間交流を

推進するための対策 

 ・地域間交流人口（延べ人数） 

 

 

 施策３１ 国際交流を促  ・国際交流事業への参加者数 

 

政策・施策 重点 施策の指標（KPI） 

 政策８ 生活安全の確保   

 施策２１ 安全、安心な

防災・消防・救急体制を確

立するための対策 

 

・非常用電源の確保率 

・非常時の通信手段の確保率 

・自主防災組織の組織率 

 施策２２ 安全、安心な

交通環境、防犯体制を確

立するための対策 

 ・交通死亡事故の発生件数 

・声かけ事案等の発生件数 

政策９ 生活環境の保全   

 施策２３ 安全・安心な

生活環境基盤の整備  

・橋りょうの長寿命化数（累計） 

・歩行空間の整備（累計） 

・公営住宅入居者等の満足度 

 施策２４ 公共交通網を

確立するための対策 
● 

・住民バス、デマンドタクシー利用者の満足

度 

 施策２５ 生活環境や自

然環境を保存するための

対策 
 

・住民１人当たりの燃やせる家庭ごみ排出

量 

・公共施設から排出された温室効果ガスの

排出量 

 施策２６ 水道水を安定

して供給するための対策 
 

・石綿セメント管の更新率 

 施策２７ 下水道を普及

推進するための対策 
 

・汚水衛生処理率 

 施策２８ 定住化を促進

するための対策 
● 

・総人口に占める生産年齢人口の割合 

政策１０ 住民活動の促進   

 施策２９ 地域における

住民の活動を活性化させ

るための対策 

 ・地域づくり支援事業への住民の参加者数

（延べ人数） 

 施策３０ 地域間交流を

推進するための対策 

 ・地域間交流人口（延べ人数） 

・地域間交流におけるオンライン会議等の

実施回数 

 施策３１ 国際交流を促  ・国際交流事業への参加者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標の追加 
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６７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

進するための対策  

 

政策１１ 平和行政の推進   

 施策３２ 非核・平和社

会を実現するための対策 

 ・「平和」に関連するイベント、行事への参

加者数（累積） 

 

 

政策８ 生活安全の確保 

施策２１ 安全、安心な防災・消防・救急体制を確立するため

の対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢地域の消防活動の中心となる消防団への新たな団員の加

入が少ない状況です。そのような中で、消防団員の高齢化

が進んでいます。 

 ➢地区ごとに自主防災組織が設立されています。防災・減災

体制を確立するためには、地域防災力の向上が必要不可欠

です。また、非常時には、災害対策本部と自主防災組織が、

十分にその役割を発揮できるよう連携の強化が必要です。 

➢消防防災関連の設備及び備蓄品等については、非常時に支

障を来すことなく使用できることが求められます。設備の

定期的な点検、備蓄品数量の確保に努めながら、企業との

防災協定の締結を進めることで有事に備えています。しか

し、災害状況に応じた避難所運営を円滑に行えるよう、準

備を万端にする必要があります。 

 ➢非常時に活動の拠点となる庁舎や健康福祉センターとい

った公共施設、情報伝達手段である防災行政無線の自立型

進するための対策 ・国際交流におけるオンライン会議等の実

施回数 

政策１１ 平和行政の推進   

 施策３２ 非核・平和社

会を実現するための対策 

 ・「平和」に関連するイベント、行事への参

加者数（累積） 

 

 

政策８ 生活安全の確保 

施策２１ 安全、安心な防災・消防・救急体制を確立するため

の対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢地域の消防活動の中心となる消防団への新たな団員の加

入が少ない状況です。そのような中で、消防団員の高齢化

が進んでいます。 

 ➢地区ごとに自主防災組織が設立されています。防災・減災

体制を確立するためには、地域防災力の向上が必要不可欠

です。また、非常時には、災害対策本部と自主防災組織が、

十分にその役割を発揮できるよう連携の強化が必要です。 

➢消防防災関連の設備及び備蓄品等については、非常時に支

障を来すことなく使用できることが求められます。設備の

定期的な点検、備蓄品数量の確保に努めながら、企業との

防災協定の締結を進めることで有事に備えています。しか

し、災害状況に応じた避難所運営を円滑に行えるよう、準

備を万端にする必要があります。 

➢非常時に活動の拠点となる庁舎や健康福祉センターとい

った公共施設、情報伝達手段である防災行政無線の自立型 

指標の追加 
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６８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の非常用電源の確保に努めてきました。また、避難所には

非常時の電源確保のため発電機を配置しています。しか

し、長期的な避難を余儀なくされることを想定した自立型

の非常用電源の確保や水害を想定した場合における電気

設備の事前確認が必要です。 

 ➢町内全域に防災行政無線を設置していますが、難聴地域も

あることから、戸別受信機の設置を進めています。 

 

 ➢東北電力女川原子力発電所の緊急時対応について、宮城県

では全ての計画策定を終えていません。このため、東京電

力福島第一原子力発電所事故の教訓を基に、東北電力女川

原子力発電所の事故等の原子力災害に備えた住民の安全

対策が求められます。 

 ➢木造の公共施設も指定避難所に指定していますが、大規模

地震により多くの避難者を受け入れることを考慮し、耐震

診断を行い、耐震改修を実施してきました。今後は、指定

避難所の長寿命化と併せて、施設管理課と計画的な協議を

進め、ユニバーサルデザインを意識した施設の長寿命化に

取り組む必要があります。 

 ➢大規模地震による住宅の倒壊、人的被害を未然に防止する

には、住宅の耐震化を進める必要があります。 

 

③施策の展開 

 ➢安定した消防活動を行えるよう、団員確保に努めます。 

➢非常時において、住民、消防団をはじめとする関係団体・

  の非常用電源の確保に努めてきました。また、避難所には

非常時の電源確保のため発電機を配置しています。しか

し、長期的な避難を余儀なくされることを想定した自立型

の非常用電源の確保や水害を想定した場合における電気

設備の機能強化も必要です。 

 ➢町内全域に防災行政無線を設置していますが、聞こえにく

い地域もあることから、戸別受信機の設置を進めていま

す。 

 ➢東北電力女川原子力発電所の緊急時対応について、宮城県

では全ての計画策定を終えていません。このため、東京電

力福島第一原子力発電所事故の教訓を基に、東北電力女川

原子力発電所の事故等の原子力災害に備えた住民の安全

対策が求められます。 

 ➢木造の公共施設も避難所に指定していますが、大規模地震

により多くの避難者を受け入れることを考慮し、耐震診断

を行い、耐震改修を実施してきました。今後は、指定避難

所の要配慮者受入れを意識した施設の長寿命化に取り組

む必要があります。 

 

 ➢大規模地震による住宅の倒壊、人的被害を未然に防止する

には、住宅の耐震化を進める必要があります。 

 

③施策の展開 

➢安定した消防活動を行えるよう、団員確保に努めます。 

➢平時において、住民、消防団をはじめ婦人防火クラブ、消
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行政の役割を十分に活かせる体制づくりに努めます。 

 

➢消防防災施設は、非常時に問題なく使用できるよう、定期

的な点検を行い適正な維持管理に努めます。また、行政、

自主防災組織が備蓄品の保管に努めるとともに、住民も備

蓄品を保管するよう啓発し、災害発生時に備えます。 

 

➢非常時の電源の確保に向けた取組として、再生可能エネル

ギー★を活用した電力自給といった太陽光発電による自立

型の電力確保の拡充を進めます。 

➢防災行政無線の戸別受信機の設置を推進し、難聴地域の改

善を図ります。 

 

➢原子力災害対策については、国と宮城県が求める原子力発

電所から概ね３０ｋｍ圏内の「緊急時防護措置を準備する

区域★」のみを対象とするのではなく、町内全域を考慮し

た対策に努めます。 

➢公共施設の長寿命化を機に、避難所機能の強化を図り、避

難者の安全確保に努めます。 

 

➢木造住宅の耐震化を促進するとともに、ブロック塀の除去

を支援します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢消防団活動の維持 

防後援会と連携し、非常時にその役割を十分に活かせる体

制づくりに努めます。 

➢消防関連施設は、非常時に問題なく使用できるよう、定期

的な点検を行い適正な維持管理に努めます。また、行政、

自主防災組織が備蓄品の保管に努めるとともに、住民も備

蓄品を保管するよう啓発し、自助・共助・公助の取組から

災害発生時に備えます。 

➢非常時の電源の確保に向けた取組として、再生可能エネル

ギー★を活用した電力自給といった太陽光発電による自立

型の電力確保に努めます。 

➢防災行政無線の戸別受信機の設置を推進し、聞こえにくい

地域の改善を図るとともに、エリアメール、ＳＮＳの活用

から多様な情報手段による周知に努めます。 

➢原子力災害対策については、国と宮城県が求める原子力発

電所から概ね３０ｋｍ圏内の「緊急時防護措置を準備する

区域★」のみを対象とするのではなく、町内全域を考慮し

た対策に努めます。 

➢公共施設の長寿命化を機に、避難所機能を意識したユニバ

ーサルデザインの施設整備に努め、避難者の安全確保に努

めます。 

➢木造住宅の耐震化を促進するとともに、ブロック塀の除去

を支援します。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢消防団活動の維持 
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６９ 

 

 

 

 

７０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢非常時の通信手段の確保 

➢非常用施設、備蓄品の適正な管理 

➢指定避難所の強靭化及びユニバーサルデザインの推進（関

連） 

➢水防知識・技術の習熟 

➢防災知識の習得の推進、防災情報の啓発 

➢木造住宅の耐震化支援 

 

 

施策２２ 安全、安心な交通環境、防犯体制を確立するための

対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢交通安全対策の取組の結果、死亡事故ゼロ１，０００日間

（令和２年４月３日）を達成しています。交通安全指導隊

を組織し、交通安全推進協議会、交通安全協会及び交通安

全母の会連合会等と協力し、交通安全対策に取り組んでい

ます。しかし、交通安全指導隊員の高齢化及び隊員数の減

少が見られます。 

➢防犯対策については、防犯実働隊及び防犯協会をはじめ、

ＰＴＡ、老人クラブ等の関係団体と地域住民が連携して、

住民の主体的な活動が展開されています。その一方で、防

犯実働隊員の高齢化及び隊員数の減少が見られます。 

 

 

 

➢非常時の通信手段の確保 

➢防災関連施設、備蓄品の適正な管理 

➢避難所のユニバーサルデザインの推進（関連） 

 

➢水防知識・技術の習熟 

➢防災知識の習得の推進、防災情報の啓発 

➢木造住宅の耐震化支援 

 

 

施策２２ 安全、安心な交通環境、防犯体制を確立するための

対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 ➢交通安全対策の取組の結果、死亡事故ゼロ１，０００日間

（令和２年４月３日）を達成しています。交通安全指導隊

を組織し、交通安全推進協議会、交通安全協会及び交通安

全母の会連合会等と協力し、交通安全対策に取り組んでい

ます。しかし、交通安全指導隊員の高齢化及び隊員数の減

少が見られます。 

➢防犯対策については、防犯協会及び防犯実働隊をはじめ、

ＰＴＡ、老人クラブ等の関係団体と地域住民が連携し、住

民の主体的な活動が展開されています。その一方で、防犯

実働隊員の高齢化及び隊員数の減少が見られます。 
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７１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７３ 

⑤施策の指標 

 ➢交通死亡事故の発生件数（１月～１２月） 

安全、安心なまちづくりを目指し、交通死亡事故の発生

件数を指標とし、ありたい姿として目標値をゼロに設定し

ます。 

（単位：件） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

0 0 0 0 0 0 0 

 

 ➢声かけ事案等の発生件数（１月～１２月） 

   安全、安心なまちづくりを目指し、声かけ事案等の発生

件数を指標とし、ありたい姿として目標値をゼロに設定し

ます。 

（単位：件） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

5 4 0 0 0 0 0 

 

 

 

政策９ 生活環境の保全 

施策２３ 安全、安心な生活環境基盤の整備 

⑤施策の指標 

⑤施策の指標 

➢交通死亡事故の発生件数（１月～１２月） 

安全、安心なまちづくりを目指し、交通死亡事故の発生

件数を指標とし、ありたい姿として目標値をゼロに設定し

ます。 

（単位：件） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

0 0 0 0 0 0 0 

 

➢声かけ事案等の発生件数（１月～１２月） 

   安全、安心なまちづくりを目指し、声かけ事案等の発生

件数を指標とし、ありたい姿として目標値をゼロに設定し

ます。 

（単位：件） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

21 11 0 0 0 0 0 

 

 

 

政策９ 生活環境の保全 

施策２３ 安全、安心な生活環境基盤の整備 

⑤施策の指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値変更 

 

 

 

 

 

 

 

-50-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ➢橋りょうの長寿命化数（累計） 

平成２６年度から実施している橋りょう点検の診断で

老朽化が判明した橋りょうの長寿命化を図ることにより、

予防保全の観点からライフサイクルコスト★を低減し、利

用者の安全性の確保を目標にしました。このため、橋りょ

うの長寿命化数（累計）を指標とします。 

（単位：本） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

1 1 4 7 10 15 22 

 

 ➢歩行空間の整備（累計） 

平成２７年度から実施している交通安全事業において、

自動車と歩行者の混在空間から歩行者の空間をつくりだ

すことで、事故危険箇所の減少を図り、ありたい姿として

交通弱者の安全性の確保を目標にしていることから、歩行

空間の整備を指標とします。 

（単位：ｍ） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

886 3,539 8,934 10,057 13,467 13,996 15,611 

 

 

 

 ➢橋りょうの長寿命化数（累計） 

平成２６年度から実施している橋りょう点検の診断で

老朽化が判明した橋りょうの長寿命化を図ることにより、

予防保全の観点からライフサイクルコスト★を低減し、利

用者の安全性の確保を目標にしました。このため、橋りょ

うの長寿命化数（累計）を指標とします。 

（単位：本） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

1 1 14 20 23 29 29 

 

➢歩行空間の整備（累計） 

平成２７年度から実施している交通安全事業において、

自動車と歩行者の混在空間から歩行者の空間をつくりだ

すことで、事故危険箇所の減少を図り、ありたい姿として

交通弱者の安全性の確保を目標にしていることから、歩行

空間の整備を指標とします。 

（単位：ｍ） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

886 3,539 8,000 11,200 12,600 13,400 15,500 
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７５ 

 

 

 

 

 

 

 

 ➢公営住宅入居者等の満足度 

維持管理や建て替えについて住宅入居者及び近隣住民

が満足できる事業を展開するため、町営住宅入居者に対す

る生活環境、周辺環境に関するアンケート調査の満足度を

指標とします。 

 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

－ － 
基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

※ 基準値は、平成２９年度に公営住宅等長寿命化計画を改

定した際に実施した、入居者アンケート調査の満足度５

１．５％とします。 

 

 

施策２４ 公共交通網を確立するための対策 

③施策の展開 

 ➢ＪＲ東北本線、陸羽東線及び石巻線の利便性向上のための

対策を、宮城県及び関係自治体並びにＪＲと連携しなが

ら、引き続き実施します。 

 ➢住民バス事業について、乗降調査等を実施し、利便性、効

率性、地域事情等に配慮した路線及びダイヤの編成をしな

がら、利便性向上に努めます。 

 ➢公営住宅入居者等の満足度 

維持管理や建て替えについて住宅入居者及び近隣住民

が満足できる事業を展開するため、町営住宅入居者に対す

る生活環境、周辺環境に関するアンケート調査の満足度を

指標とします。 

 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

－ － 
基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

※ 基準値は、平成２９年度に公営住宅等長寿命化計画を改

定した際に実施した、入居者アンケート調査の満足度５

１．５％とします。 

 

 

施策２４ 公共交通網を確立するための対策 

③施策の展開 

➢ＪＲ東北本線、陸羽東線及び石巻線の利便性向上のための

対策を、宮城県及び関係自治体並びにＪＲと連携しなが

ら、引き続き実施します。 

 ➢住民バス事業について、乗降調査等を実施し、利便性、効

率性、地域事情等に配慮した路線及びダイヤの編成をしな

がら、利便性向上を図ります。 
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 ➢デマンドタクシーの利用者の要望及び意見を集約し、住民

バスよりきめ細かな移動が可能な利点を生かしながら、利

用率の向上に努めます。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢公共交通利用者の駐輪場の確保 

➢住民バス等の利便性の向上や効率的な運営 

➢各種要望活動の実施 

 

 

⑤施策の指標 

 ➢住民バス、デマンドタクシー利用者の満足度 

毎年１回、１０月から１１月にかけて、利用者アンケー

ト等を実施していることから、平成２７年度の住民バス満

足度を基準とし、基準値以上を指標とします。 

 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

72.4 

（基準値） 
72.0 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

 

 

 

 ➢デマンドタクシーの利用者の要望及び意見を集約し、デマ

ンドタクシーの利便性の啓発に努め、利用率の向上に努め

ます。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢公共交通利用者の駐輪場の確保 

➢住民バス等の利便性の向上や効率的な運営 

➢各種要望活動の実施 

 ➢免許返納者への回数券支給 

 

⑤施策の指標 

➢住民バス、デマンドタクシー利用者の満足度 

毎年１回、１０月から１１月にかけて、利用者アンケー

ト等を実施していることから、平成２９年度の住民バス及

びデマンドタクシーの満足度を基準とし、基準値以上を指

標とします。 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

－ 73.0 
基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

基準値 

以上 

※ 基準値は、平成２９年度に実施した住民バス及びデマン

ドタクシーの利用者の利用者アンケートの満足度６９％

とします。 
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８３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策１０ 住民活動の促進 

施策２９ 地域における住民の活動を活発化させるための対

策 

② 施策を取り巻く現状と課題 

 ➢全ての行政区で、地域の特色を生かした地域づくり事業が

行われています。このため、各地域における活動内容につ

いての情報交換を行う機会を提供するとともに、研修会等

を開催するなど、地域活動を担う人材を育成する取組が必

要です。 

➢一般財団法人自治総合センターの助成事業を活用して、行

政区における集会施設や備品等の整備を支援してきまし

たが、一方で、一部の地域では集会施設の今後の維持が難

しくなっています。 

➢地域婦人会、国際交流協会など団体の活動が継続的に行わ

れています。 

 

 

 

 

③施策の展開 

 ➢地域が取り組む活動について、地域間相互の情報交換、研

修等を支援します。 

➢地域の集会所等の施設整備と施設修繕を支援します。 

 

 

政策１０ 住民活動の促進 

施策２９ 地域における住民の活動を活発化させるための対

策 

② 施策を取り巻く現状と課題 

➢全ての行政区で、地域の特色を生かした地域づくり事業が

行われています。このため、各地域における活動内容につ

いての情報交換を行う機会を提供するとともに、研修会等

を開催するなど、地域活動を担う人材を育成する取組が必

要です。 

➢一般財団法人自治総合センターの助成事業を活用して、行

政区における集会施設や備品等の整備を支援してきまし

たが、一方で、一部の地域では集会施設の今後の維持が難

しくなっています。 

➢地域婦人会、国際交流協会など団体の活動が継続的に行わ

れています。 

➢性別だけでなく、ＬＧＢＴＱ（性的少数者）をはじめ、障

害者、外国人などが互いに人権を尊重し、一人ひとりが活

躍できる地域社会の実現が求められます。 

 

③施策の展開 

 ➢地域が取り組む活動について、地域間相互の情報交換、研

修等を支援します。 

➢地域の集会所等の施設整備と施設修繕を支援します。 

➢男女共同参画社会を推進するともに、多様な人々が共生で

きる地域社会の実現のための啓発活動を行います。 
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８５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤施策の指標 

➢地域づくり支援事業への住民の参加者数（延べ人数） 

地域課題に住民自らが自主的に取り組み、話し合い、地

域それぞれが個性を生かして活性化していくことが地域

づくりには重要であることから、地域づくり支援事業への

住民の参加者数を指標とします。 

（単位：人） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

22,938 19,791 19,218 19,218 19,218 19,218 19,218 

 

 

 

施策３０ 地域間交流を促進するための対策 

④ 施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢災害時応援協定★締結自治体との相互交流 

➢美里町物産観光協会等関係団体との連携 

 

⑤施策の指標 

 ➢地域間交流人口 

   災害時の相互応援に限定せず、日頃からの交流が重要で

あることから、地域間の交流人口を指標とします。 

 

 

⑤施策の指標 

 ➢地域づくり支援事業への住民の参加者数（延べ人数） 

地域課題に住民自らが自主的に取り組み、話し合い、地

域それぞれが個性を生かして住民の活動を活性化してい

くことが地域づくりには重要であることから、地域づくり

支援事業への住民の参加者数を指標とします。 

（単位：人） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

22,938 19,791 19,200 19,200 19,200 19,200 19,200 

 

 

 

施策３０ 地域間交流を促進するための対策 

④ 施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢友好都市及び災害時応援協定★締結自治体との相互交流 

➢町のＰＲ・交流のきっかけづくりに関係する団体との連携 

 

⑤施策の指標 

 ➢地域間交流人口（延べ人数） 

   災害時の相互応援に限定せず、日頃からの交流が重要で

あることから、地域間の交流人口を指標とします。 
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（単位：人） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

182 152 240 250 250 250 250 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策３１ 国際交流を促進するための対策 

⑤施策の指標 

 ➢国際交流事業への参加者数 

   更なる国際化社会に向けて、多文化へ興味関心を持つ人

の増加は、国際化社会への進展につながることから、国際

交流事業への参加者数を指標とします。 

 

（単位：人） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

182 152 240 250 250 250 250 

 

➢地域間交流におけるオンライン会議等の実施回数 

感染症対策等による新しい生活様式への適応を考慮し

た自治体間の交流推進のツールとし、オンラインを活用し

た交流事業調整のための会議や団体間等の交流機会を設

け、その実施回数を指標とします。 

（単位：回） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

0 0 4 4 4 4 4 

 

 

 

施策３１ 国際交流を促進するための対策 

⑤施策の指標 

 ➢国際交流事業への参加者数（延べ人数） 

更なる国際化社会に向けて、多文化へ興味関心を持つ人

の増加は、国際化社会への進展につながることから、国際

交流事業への参加者数を指標とします。 
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８７ 

（単位：人） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

714 950 670 670 670 670 670 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策１１ 平和行政の推進 

指標３２ 非核・平和を推進するための対策 

④施策の主要な取組（関連事業） 

 ➢「広島・長崎に学ぶ」中学生派遣 

➢戦争被爆体験講演会 

➢平和展・平和パネル展 

 ➢平和を考えるつどい 

（単位：人） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

714 950 670 670 670 670 670 

 

 ➢国際交流におけるオンライン会議等の実施回数 

感染症対策等を考慮した国際交流推進のツールとし、オ

ンラインを活用した交流事業調整のための会議や団体間

等の交流機会を設け、その実施回数を指標とします。 

（単位：回） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

0 0 2 2 2 2 2 

 

 

政策１１ 平和行政の推進 

指標３２ 非核・平和を推進するための対策 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢「長崎に学ぶ」中学生派遣 

➢戦争被爆体験講演会 

➢平和展・平和パネル展 

 ➢平和を考えるつどい 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【基本計画（３ 重点実施施策）】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

 

１０１ 

３ 重点実施施策 

施策２４：公共交通網を確立するための対策 

指標 単位 現状（H30） 目標（Ｒ7） 

住民バス、デマンドタ

クシー利用者の満足度 
％ 72.0 

基準値 72.4

以上 

主な取組 

 

●住民バスの運行 

●デマンドタクシーの運行 

 

●免許返納者への回数券支給 

３ 重点実施施策 

施策２４：公共交通網を確立するための対策 

指標 単位 現状（H30） 目標（Ｒ7） 

住民バス、デマンドタ

クシー利用者の満足度 
％ 73.0 

基準値 69.0

以上 

 主な取組 

●公共交通利用者の駐輪場の確保 

●住民バス等の利便性の向上や効率的な運営 

 

●各種要望活動の実施 

●免許返納者への回数券支給 

 

 

 

 

数値変更 

 

 

項目追加 

字句修正 

項目削除 

項目追加 

 

第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【資料編（４ 主要な統計情報）】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

 

 

１２６ 

４ 主要な統計情報 

（２）分野の状態をあらわすその他情報 

 【第４章 くらしやすさを実感できるまちづくり】 

 〇本町の声掛け事案発生件数 

４ 主要な統計情報 

（２）分野の状態をあらわすその他情報 

【第４章 くらしやすさを実感できるまちづくり】 

 〇本町の声かけ事案等発生件数 
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第２次美里町総合計画・美里町総合戦略（案）新旧対照表【 第５章 自立を目指すまちづくり 】 

ページ 

項目 
旧 新 備考 

８９ 

 

 

 

 

 

 

 

９０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政策・施策 重点 施策の指標（KPI） 

 政策１２ 健全な行財政運営   

 施策３３ 行政運営の効

率化を推進するための対

策 

 

・経常収支比率（人件費） 

・広報公聴アンケート調査の住民満足度 

 施策３４ 財政を健全化

するための対策 

 ・実質公債費比率★ 

・町税収納率★（現年度分） 

・公共建築物の総延床面積の削減率 

 

 

政策１２ 健全な行財政運営 

施策３３ 行政運営の効率化を推進するための対策 

①施策の目的 

➢「最少の経費」で「最大の効果」をあげるため、限られ

た「ヒト、モノ、カネ」を意識しながら、住民のニーズ

に柔軟に対応できる組織運営を行います。 

 

 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢委託化基本方針に基づき事務事業等のアウトソーシング★

を進めています。指定管理者制度★による施設管理につい

ては、定期的にサービスの向上効果と経費削減効果を検

証し、また、業務委託については、対象事務を特定し、

 

政策・施策 重点 施策の指標（KPI） 

 政策１２ 健全な行財政運営   

 施策３３ 行政運営の効

率化を推進するための対

策 

 

・経常収支比率（人件費） 

・広報公聴アンケート調査の住民満足度 

 施策３４ 財政を健全化

するための対策 

 ・実質公債費比率★ 

・町税収納率★（現年度分） 

 

 

 

政策１２ 健全な行財政運営 

施策３３ 行政運営の効率化を推進するための対策 

①施策の目的 

➢「最少の経費」で「最大の効果」をあげることを意識

し、限られた「ヒト、モノ、カネ」を有効に活用しなが

ら、住民のニーズに柔軟に対応できる組織運営を行いま

す。 

 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢予算、職員数など限られた条件の中で行政サービスを維

持するため、委託化基本方針に基づき事務事業等のアウ

トソーシング★を進めています。また、指定管理者制度★

による施設管理については、定期的にサービスの向上効

 

指標削除 
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９１ 

 

 

 

計画的に進めていく必要があります。 

➢内部統制基本方針を定め、内部統制の取り組みを開始し

たところですが、内部事務を標準化し、浸透するまでに

は一定程度の時間が必要です。また、年々業務が複雑

化、増加する傾向にある中で、政策展開にあった組織体

制の構築と人事配置が求められます。 

➢「美里町第３次定員適正化計画★」を策定し、定員適正化

に取り組んでいますが、非正規職員を多く雇用している

ことから、外部人材の登用、外部の専門性の活用、事業

運営の在り方と連携した職員数の適正化を図っていく必

要があります。 

➢人事評価★制度を導入し、職員の人事評価を実施していま

すが、制度を安定して運用するための基盤がまだ完成さ

れていません。 

➢「美里町職員のためのコンプライアンス★【ガイドライ

ン】」及び「第２次美里町人材育成基本方針及び中長期職

員研修計画」に基づき職員のスキル向上に努めています

が、業務量の増加と業務の細分化により業務担当者が孤

立してしまい、研修時間の確保も難しくなってきていま

す。また、研修成果を業務に活用するスキルが不足して

います。 

➢職員の対応に関する苦情が発生しており、職員の知識・

技能に基づく実務と法令等の基礎知識及びコミュニケー

ション（説明・説得）能力の不足が要因と考えられま

す。 

果と経費削減効果を検証していく必要があります。 

➢内部統制基本方針を定め、内部統制の取り組みを開始し

たところですが、内部事務を標準化し、浸透するまでに

は一定程度の時間が必要です。また、年々業務が複雑

化、増加する傾向にある中で、政策展開にあった組織体

制の構築と人事配置が求められます。 

➢「美里町第３次定員適正化計画★」を策定し、定員適正化

に取り組んでいますが、技術職を中心に非正規職員を多

く雇用している状況です。 

 

 

➢人事評価★制度を導入し、職員の人事評価を実施していま

すが、制度を安定して運用するための基盤がまだ完成さ

れていません。 

➢「美里町職員のためのコンプライアンス★【ガイドライ

ン】」及び「第２次美里町人材育成基本方針及び中長期職

員研修計画」に基づき職員のスキル向上に努めています

が、業務量の増加と業務の細分化により業務担当者が孤

立してしまい、研修時間の確保も難しくなってきていま

す。また、研修成果を業務に活用するスキルが不足して

います。 

➢住民満足度の向上につながるサービスや対応を行うため

には、職員の知識・技能に基づく実務と法令等の基礎知

識及びコミュニケーション（説明・説得）能力を向上さ

せる必要があります。 
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➢学術機関や専門家との連携を強化するため、税務署や教

員の退職者を登用し、専門スキルが必要な各分野に配置

するとともに、業務の執行と担当職員等の専門知識の向

上を図っています。しかし、その一方で、国の再任用制

度等の影響から、専門スキルを持った人材を確保するこ

とが難しくなっています。 

➢広報紙、町ホームページを通じ情報発信を実施していま

すが、情報の発信手段が多様化する中で、一律の情報発

信に留まっています。このため、受信者側の視点も取り

入れながら情報発信手段の見直しを検討していく必要が

あります。 

➢住民から寄せられた要望等を政策に反映する仕組みが制

度化されていません。このため、住民の多様なニーズへ

の柔軟な対応が求められます。 

➢コンビニ収納の導入により、収納環境はある程度整備さ

れましたが、申請手続等を行う際には、窓口等に来庁す

る必要があります。住民の多様化するライフスタイルに

対応するために、行政手続等についてもＩＣＴを活用し

たサービスの提供を展開する必要があります。 

 

③施策の展開 

➢指定管理者の選定に係る運用指針を作成し、経費削減と

サービスの向上に向けた対策を検証します。また、委託

化未検討事務についても検証を実施します。 

 

➢専門性の高い業務については、税務署や教員の退職者等

を登用し、専門スキルが必要な各分野に配置するととも

に、業務の執行と担当職員等の専門知識の向上を図って

います。しかし、その一方で、国の再任用制度等の影響

から、専門スキルを持った人材を確保することが難しく

なっています。 

➢広報紙、町ホームページを通じ情報発信を実施していま

すが、情報の発信手段が多様化する中で、いまだ従来の

方法による情報発信に留まっており、特に、災害発生時

など情報発信の内容など住民側の視点も取り入れながら

情報発信手段の見直しを検討していく必要があります。 

➢住民から寄せられた要望等を政策に反映する仕組みが制

度化されていません。このため、住民の多様なニーズへ

の柔軟な対応が求められます。 

➢住民の多様化するライフスタイルに対応するために、行

政手続等についてＩＣＴを活用したサービスの提供を展

開する必要があります。 

 

 

 

③施策の展開 

➢民間ができることは民間に託すことを基本とし、業務の

委託化や民営化を進めていく必要があります。また、指

定管理者の選定に係る運用指針を作成し、経費削減とサ

ービスの向上に向けた対策を検証します。 
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９２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢各担当部署において、業務マニュアルを基に事務の集

約、標準化を実施し、効率化を図ります。 

 

➢将来的な組織運営を見据え「美里町第４次定員適正化計

画」を策定します。 

 

➢人事評価制度を安定して運用できるよう、不断の見直し

を行います。 

➢職場内研修（On the Job Training）及び職場外研修

（Off the Job Training）を継続して実施します。 

 

➢職員研修の充実に努め、職員資質の向上を図ります。 

 

➢専門性の確保に向けて、各種機関へ協力を要請しなが

ら、人材の確保に努めます。 

➢町からの発信情報について、行政情報の公表基準を定

め、ツールごとに想定される対象者を設定することで、

その対象者に応じた情報量及び発信媒体を選定し、必要

な情報を必要な人に効率的に提供する仕組みを検討しま

す。 

➢住民からの要望等を集約し、政策等に展開する仕組みを

構築するとともに、政策等に反映させた結果を公表する

仕組みを検討します。 

➢諸証明等のコンビニ交付、住民票の広域交付制度の周知

及び電子申請サービスの充実に図ります。 

➢各担当部署において、業務マニュアルを基に事務の集

約、標準化を実施し、効率化を図るとともに、組織のマ

ネジメントの強化を図ります。 

➢事務事業の見直し、業務の委託化、正職員・非正規職員

の働き方改革などを考慮した職員数の適正化を図りま

す。 

➢人事評価制度を安定して運用できるよう、不断の見直し

を行います。 

➢事務の改善を含め、業務の見直しを行いながら、職場内

研修（On the Job Training）及び職場外研修（Off the 

Job Training）を継続して実施します。 

➢職員研修の充実に努め、職員のコミュニケーション能力

をはじめスキルの向上を図ります。 

➢徴収事務、教育など専門性の高い業務について、各種機

関へ協力を要請しながら、人材の確保に努めます。 

➢町からの発信情報について、住民側の視点も取り入れな

がら、ツールごとに想定される対象者を設定すること

で、その対象者に応じた情報量及び発信媒体を選定し、

必要な情報を必要な人に効率的に提供する仕組みを検討

します。 

➢住民からの要望等を集約し、政策等に展開する仕組みを

構築するとともに、政策等に反映させた結果を公表する

仕組みを検討します。 

➢諸証明等のコンビニ交付、住民票の広域交付制度の周知

及び電子申請サービスの充実を図ります。 
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④施策の主要な取組（関連事業） 

➢事務事業のアウトソーシング、民営化の検討 

➢指定管理者制度のモニタリング機能の充実 

➢内部統制の推進 

➢第４次定員適正化計画の策定 

➢人事評価制度及び各種職員研修の実施 

 

 

➢多様な媒体・方法による行政情報の積極的な提供の推進 

➢ＳＮＳ等、多様な情報ツールを活用した情報発信の推進 

➢外部人材の登用 

➢住民の意見、要望等の適正管理と政策等への展開 

➢ＩＣＴを活用した住民サービスの充実 

 

⑤施策の指標 

➢経常収支比率（人件費） 

健全な財政運営を継続するためには、人件費に係る経

常収支比率の抑制が必要であることから、人件費に係る

経常収支比率を指標とします。 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

24.0 22.7 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢事務事業のアウトソーシング、民営化の検討 

➢指定管理者制度のモニタリング機能の充実 

➢内部統制の推進 

➢第４次定員適正化計画の策定 

➢人事評価制度の見直し 

➢各種職員研修の実施 

➢専門的技能を有した外部人材の登用 

➢行政情報の積極的な提供の推進 

➢ＳＮＳ等、多様な情報ツールを活用した情報発信の推進 

 

➢住民の意見、要望等の適正管理と政策等への展開 

➢ＩＣＴを活用した住民サービスの充実 

 

⑤施策の指標 

➢経常収支比率（人件費） 

健全な財政運営を継続するためには、人件費に係る経

常収支比率の抑制が必要であることから、人件費に係る

経常収支比率を指標とします。 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

 Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

24.0 22.7 24.0 24.0 24.0 24.0 24.0 

 

 

 

 

 

 

字句修正 

項目分ける 

項目移動・修正 

字句修正 
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９３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢広報広聴アンケート調査の住民満足度 

平成２８年度から隔年で実施している広報広聴アンケ

ート調査の住民満足度（５点満点）の平均評価点を指標

とします。 

（単位：ポイント）  

Ｈ27 

（実績） 

 Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

－ 3.1 － 3.4 － 3.6 － 

 

  

施策３４ 財政を健全化するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

 

 

 

 

 

 

➢計画的な公共施設等の管理から地方債発行額の抑制に取

り組み、元金ベースのプライマリーバランス★の黒字化に

努めてきましたが、大規模事業の実施により、計画期間中

の元金ベースのプライマリーバランスは、マイナスになり

ます。 

 

➢広報広聴アンケート調査の住民満足度 

平成２８年度から隔年で実施している広報広聴アンケ

ート調査の住民満足度（５点満点）の平均評価点を指標

とします。 

（単位：ポイント）  

Ｈ27 

（実績） 

 Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

－ 3.1 － 3.3 － 3.4 － 

 

 

施策３４ 財政を健全化するための対策 

②施策を取り巻く現状と課題 

➢健全な財政運営を確立するため、その行動指針として、平

成２８年度から令和２年度までの５年間を計画期間する

「第３次美里町財政健全化計画」を策定しました。 

➢地方債の発行に際しては、後年度に国の財政措置のある地

方債を有効に活用することで、財政負担の軽減に努めてき

ました。 

➢計画的な公共施設等の管理から地方債発行額の抑制に取

り組み、元金ベースのプライマリーバランス★の黒字化に

努めてきましたが、大規模事業の実施により、計画期間中

の元金ベースのプライマリーバランスは、赤字となる見込

みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値変更 

 

 

 

 

項目追加 

 

 

項目移動、字句

削除 

 

字句修正 
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９４ 

 

 

 

 

 

➢地方債の発行に際しては、後年度に国の財政措置のある地

方債を有効に活用することで、財政負担の軽減に努めてき

ましたが、合併特例事業債の発行可能額が残り僅かとなっ

ており、これまでと比べ、地方債の償還における実質的な

自治体負担の増加が見込まれます。 

➢普通交付税の合併算定替えによる特例加算措置の終了に

伴い、歳入の不足が見込まれます。 

➢普通交付税の減少分を補てんしきれず、自主財源★である

基金を取り崩すことで収支調整をせざるを得ない状況が

続き、基金残高が減少しています。 

 

 

➢現年度分の滞納繰越額は、年々減少しているものの、依然

として多額の未収金が繰り越されていることから、現年度

分の滞納繰越額を縮減していく必要があります。 

➢コンビニ納付等を導入し、納付しやすい環境を整備してい

るところですが、滞納者数は増え催告書の発送数も増加し

ています。滞納金額を縮減させるとともに、滞納整理に係

る経費削減にも取り組む必要があります。 

➢人口減少や高齢化による町税の調定額の減少が想定され

ます。新規課税等により調定額を維持していく必要があり

ます。 

➢施設の老朽化が進み、多くの修繕や更新工事が必要な状況

です。また、これまでの対症療法型の維持管理では、財政

的に現在の規模の施設を維持・更新することが困難になる

 

 

 

 

 

➢普通交付税の合併算定替えによる特例加算措置の終了に

伴い、財源の不足が見込まれます。 

➢普通交付税の減少分を補てんしきれず、自主財源★である

基金を取り崩すことで収支調整をせざるを得ない状況が

続き、基金残高が減少しています。 

➢全国の自治体が自主財源の確保のため、ふるさと納税制度

を積極的に活用しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

➢施設の老朽化が進み、多くの修繕や更新工事が必要な状況

です。また、これまでの対症療法型の維持管理では、財政

的に現在の規模の施設を維持・更新することが困難になる

項目移動 

 

 

 

 

字句修正 

 

 

 

 

項目追加 

 

項目移動 

 

 

項目移動 

 

 

 

項目移動 

 

 

字句修正 
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ことが予想されます。 

 

➢人口減少社会が到来する中、公共施設の数、配置、規模を

見直す必要性が高まっています。また、美里町の公共建築

物の延べ床面積は、人口一人当たりに換算すると５．９６

㎡／人であり、全国平均である３．４２㎡／人と比較する

と約１．７倍と高い値となっています。今後、財政的に現

在の規模で施設を維持・更新することが困難になることが

予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③施策の展開 

 

 

 

 

ことが予想されることから、平成２７年度に公共施設等総

合管理計画★を策定しました。 

➢人口減少社会が到来する中、公共施設の数、配置、規模を

見直す必要性が高まっています。また、美里町の公共建築

物の延べ床面積は、人口一人当たりに換算すると５．９６

㎡／人であり、全国平均である３．４２㎡／人と比較する

と約１．７倍と高い値となっています。今後、財政的に現

在の規模で施設を維持・更新することが困難になることが

予想されます。 

➢現年度分の滞納繰越額は、年々減少しているものの、依然

として多額の未収金が繰り越されていることから、現年度

分の滞納繰越額を縮減していく必要があります。 

➢コンビニ納付等を導入し、納付しやすい環境を整備してい

るところですが、滞納者はなくなりません。滞納金額を縮

減させるとともに、滞納整理に係る経費削減にも取り組む

必要があります。 

➢人口減少や高齢化による町税の調定額の減少が想定され

ます。未申告者をなくすことにより調定額を維持していく

必要があります。 

 

③施策の展開 

➢町税をはじめとする自主財源の確保と歳出の抑制に取り

組みます。 

➢ふるさと応援寄附金事業は、自主財源を確保できるだけで

なく、町や町の特産品の PR にも結び付く有効な手段であ
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項目移動、字句
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項目移動、字句

修正 
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➢公共施設等の老朽化の予防保全に努めながら、建設事業等

の実施時期を調整し、地方債残高管理に努めます。 

➢地方債の種別、借入時期の管理を徹底することで、償還元

金のみならず利子も含めた公債費★の抑制に努めます。 

➢歳入の確保と歳出の抑制に取り組みます。特に、行政サー

ビスを持続するためには、民間でできることは民間でする

ことを基本とし、委託化や民営化等を進める必要がありま

す。 

➢督促状を送付後も納付していない滞納者に対し、督促状送

付の翌月に電話及び文書により納付の呼びかけを実施し、

納付忘れによる累積滞納を防止するとともに、納付意思の

ない滞納者に対し早期の滞納整理に着手します。 

➢納付しやすい環境の整備に取り組みながら、納税者の納税

意識の向上を図ります。 

➢未申告者に対して適正な賦課を行い、調定額の増額を図り

ます。 

➢計画的に修繕、更新工事を行い、施設の長寿命化に努めま

す。また、財政負担を軽減させるため、工事実施時期を分

散させ平準化に努めます。 

 

➢公共施設の統廃合や再配置等、施設のあり方を含めて検討

し、計画的な施設整備に努めます。 

 

 

ることから、その取組を進めます。 

➢公共施設等の老朽化の予防保全に努めながら、建設事業等

の実施時期を調整し、地方債残高管理に努めます。 

➢地方債の種別、借入時期の管理を徹底することで、償還元

金のみならず利子も含めた公債費★の抑制に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➢公共施設等総合管理計画に基づき、計画的に修繕、更新工

事を行い、施設の長寿命化に努めます。また、財政負担を

軽減させるため、工事実施時期を分散させ平準化に努めま

す。 

➢公共施設の統廃合や再配置等、施設のあり方を含めて検討

し、計画的な施設整備に努めます。 

➢督促状を送付後も納付していない滞納者に対し、督促状送

付の翌月に電話等により納付の呼びかけを実施し、納付忘

 

 

 

 

 

項目移動 

 

 

 

項目移動 

 

 

 

項目移動 

 

項目移動 

 

字句修正 

 

 

 

 

 

項目移動、字句

修正 
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９５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢財政健全化計画★の策定 

 

➢コールセンターによる納付の呼びかけ 

➢未申告者・未申告法人に対する申告催告 

➢租税教育★の実施 

➢長寿命化計画及び個別施設計画の策定 

➢施設カルテの整備、日常の施設点検の徹底 

➢計画的な修繕・更新工事の実施 

➢公共施設の統廃合及び再配置等の推進 

 

 

 

 

⑤施策の指標 

➢実質公債費比率 

 

れによる累積滞納を防止するとともに、納付意思のない滞

納者に対し早期の滞納整理に着手します。 

➢納付しやすい環境の整備に取り組みながら、納税者の納税

意識の向上を図ります。 

➢未申告者に対して適正な賦課を行い、調定額の増額を図り

ます。 

 

④施策の主要な取組（関連事業） 

➢財政健全化計画★の策定 

➢ふるさと応援寄附金事業の推進 

 

 

 

➢長寿命化計画及び個別施設計画の策定 

➢施設カルテの整備、日常の施設点検の徹底 

➢計画的な修繕・更新工事の実施 

➢公共施設の統廃合及び再配置等の推進 

➢コールセンターによる納付の呼びかけ 

➢未申告者・未申告法人に対する申告催告 

➢租税教育★の実施 

 

⑤施策の指標 

➢実質公債費比率 

 

 

 

項目移動 

 

項目移動 

 

 

 

 

項目追加 

項目移動 

項目移動 

項目移動 

 

 

 

 

項目移動 

項目移動 

項目移動 
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町の収入に対する借入金返済の割合（実質公債費比率）

を低下させることは、本町の財源確保につながること、実

質負担を軽減できる合併特例事業債の発行が今後できな

くなることから、実質公債費比率を指標とします。 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

11.2 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 

 

➢町税収納率（現年） 

自主財源である町税を確保することにより、安定した行

財政運営が可能となることから、町税収納率（現年）を指

標とします。 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

98.7 98.9 99.0 99.1 99.1 99.2 99.2 

 

➢公共建築物の複合化（集約化）した施設数 

公共施設等総合管理計画★において、公共建築物の延べ

床面積を令和３８年度までの４０年間で２０パーセント

を削減することを目標としています。人口一人当たりの延

べ床面積も多いことから、複合化等を推進することで延べ

床面積の削減を図ります。 

町の収入に対する借入金返済の割合（実質公債費比率）

を低下させることは、本町の自主財源の確保につながるこ

とから、実質公債費比率を指標とします。 

 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

11.2 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 8.9 

 

➢町税収納率（現年） 

自主財源である町税を確保することにより、安定した行

財政運営が可能となることから、町税収納率（現年）を指

標とします。 

（単位：％） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

98.7 98.9 99.0 99.1 99.1 99.2 99.2 
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指標削除 
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（単位：施設） 

Ｈ27 

（実績） 

Ｈ30 

（実績） 
Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 

３ ３ ３ ３ ４ ６ ６ 
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